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(57)【要約】
　出願人らは、第１電極及び第２電極、並びに第１及び
第２電極に少なくとも近接するミクロ孔質で疎水性の検
体応答性誘電体材料を含む、有機化学検体を感知するた
めの感知素子を開示する。検体応答性誘電体材料は、固
有ミクロ孔質のポリマーであり得る。キャパシタンスな
どの、感知素子の電気的特性が、有機化学検体を感知す
るために監視され得る。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有機化学検体を感知するための感知素子であって、
　第１電極及び第２電極と、
　前記第１及び前記第２電極の少なくとも近位に配置されるミクロ孔質で疎水性の検体応
答性誘電体材料であって、固有ミクロ孔質のポリマーであるミクロ孔質で疎水性の検体応
答性誘電体材料と、
　を含む、感知素子。
【請求項２】
　前記固有ミクロ孔質のポリマーが、剛性リンカーによって連結されるほぼ平面的な種か
らなる有機高分子を含み、前記剛性リンカーは、前記リンカーによって連結される２つの
近接する平面的な種が非同一平面上の配向に維持されるように、ねじれ点を有する、請求
項１に記載の感知素子。
【請求項３】
　前記固有ミクロ孔質のポリマーが、剛性リンカーによって大部分が最高で２つの他の第
１の種に連結される第１のほぼ平面的な種からなる有機高分子を含み、前記剛性リンカー
が、前記リンカーによって連結される２つの近接する第１の平面的な種が非同一平面上の
配向に維持されるように、ねじれ点を有する、請求項２に記載の感知素子。
【請求項４】
　前記ねじれ点が、スピロ基、架橋環部又は立体的に密集した単一の共有結合であり、そ
の周囲では回転が制限される、請求項２に記載の感知素子。
【請求項５】
　前記電極の少なくとも一方が、有機化学検体に対して透過性である、請求項１に記載の
感知素子。
【請求項６】
　前記透過性の電極が、導電性材料の非連続的な層を含む、請求項５に記載の感知素子。
【請求項７】
　前記透過性の電極が、導電性材料のパターン層を含む、請求項６に記載の感知素子。
【請求項８】
　前記感知素子が、平行プレートコンデンサ構成を含む、請求項１に記載の感知素子。
【請求項９】
　前記感知素子が、交互配置コンデンサ構成を含む、請求項１に記載の感知素子。
【請求項１０】
　前記感知素子が、前記電極の少なくとも一方に近接する支持体を含む、請求項１に記載
の感知素子。
【請求項１１】
　前記感知素子が、前記電極の少なくとも一方と近接するカバー層を含む、請求項１に記
載の感知素子。
【請求項１２】
　前記カバー層が、有機化学検体に対して透過性である、請求項１１に記載の感知素子。
【請求項１３】
　有機化学検体を感知するためのセンサーであって、
　第１電極及び前記第２電極、並びに前記第１及び前記第２電極の少なくとも近位に配置
されるミクロ孔質で疎水性の検体応答性誘電体材料を含む感知素子であって、前記ミクロ
孔質で疎水性の検体応答性誘電体材料は固有ミクロ孔質のポリマーである、感知素子と、
　前記第１及び前記第２電極と電気的に導通する動作回路であって、前記第１及び前記第
２電極に電圧を印加することができ、前記感知素子の電気的特性の変化を検出することが
できる動作回路と、
を含む、センサー。
【請求項１４】
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　前記固有ミクロ孔質のポリマーが、剛性リンカーによって連結される、ほぼ平面的な種
からなる有機高分子を含み、前記剛性リンカーは、前記リンカーによって連結される２つ
の近接する平面的な種が、非同一平面上の配向に維持されるように、ねじれ点を有する、
請求項１３に記載のセンサー。
【請求項１５】
　前記固有ミクロ孔質のポリマーが、剛性リンカーによって大部分が最高で２つの他の第
１の種に連結される第１のほぼ平面的な種からなる有機高分子を含み、前記剛性リンカー
は、前記リンカーによって連結される２つの近接する第１の平面的な種が非同一平面上の
配向に維持されるように、ねじれ点を有する、請求項１４に記載のセンサー。
【請求項１６】
　前記ねじれ点が、スピロ基、架橋環部又は立体的に密集した単一の共有結合であり、そ
の周囲では回転が制限される、請求項１４に記載のセンサー。
【請求項１７】
　前記電極の少なくとも一方が、有機化学検体に対して透過性である、請求項１３に記載
のセンサー。
【請求項１８】
　有機化学検体を感知する方法であって、
　　第１電極及び第２電極、並びに前記第１電極及び前記第２電極の少なくとも近位に配
置されるミクロ孔質で疎水性の検体応答性誘電体材料を含む感知素子であって、前記ミク
ロ孔質で疎水性の検体応答性誘電体材料は、固有ミクロ孔質のポリマーである、感知素子
と、
　　前記第１及び前記第２電極と電気的に導通する動作回路であって、前記第１及び前記
第２電極に電圧を印加することができ、前記感知素子の電気的特性の変化を検出すること
ができる動作回路と、
　を含むセンサーを提供する工程と、
　前記感知素子を１つ以上の有機化学検体を潜在的に含む環境に曝露する工程と、
　電圧を前記第１及び前記第２電極に印加する工程と、
　前記感知素子の電気的特性を監視する工程と、
を含む、方法。
【請求項１９】
　前記感知素子がコンデンサを含み、監視される前記電気的特性が前記感知素子の容量特
性である、請求項１８に記載の方法。
【請求項２０】
　測定される前記特性が、前記感知素子のキャパシタンスである、請求項１９に記載の方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　化学検体、特に有機化学検体を検出する能力は、環境監視などを含む多くの用途におい
て重要である。このような有機分子の検出及び／又は監視は、例えば、レスピレータなど
のパーソナル保護具のために所望される、いわゆるサポート終了日表示器に特定の用途を
見出し得る。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、光学的、重力測定、微小電気機械など、化学検体の検出のための多くの方法が
開発されてきた。特に、キャパシタンス、インピーダンス、レジスタンスなどの、電気特
性を監視するセンサーが開発されてきた。多くの場合、このようなセンサーは、材料上へ
の検体の吸着、又は材料中への検体の吸収の際に生じる、材料の電気的特性の変化に依存
する。
【０００３】
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　例えば、特許文献１（スノー（Snow）ら）は、下部電極、下部電極上の誘電体、誘電体
上のナノ電極のグリッド、及びグリッドと電気的に接触する上部電極を有する検知装置を
開示する。ナノ電極は、カーボンナノチューブの網状組織であり得る。このような構成は
、化学検体の存在下における、キャパシタンスの変化を呈することのできるものとして、
スノー（Snow）らにより記載される。
【０００４】
　特許文献２（パテル（Patel）ら）は、化学感知材料中の検体を吸着又は吸収し、それ
によって電気的特性（例えば、キャパシタンス、レジスタンスなど）が、化学感知材料に
よってコーティングされる感知電極対と関連する回路によって検出可能であるような方法
で変化することにより、様々な標的検体を検出することができるものとして記載される装
置を開示する。
【０００５】
　特許文献３（ステッター（Stetter）及びマクレー（Maclay））は、選択される化学物
質の蒸気に曝露された際に、そのインピーダンスが変化するセンサーを開示する。センサ
ーは、蒸気によってその物理的構造が変化する（例えば、膨張又は分解によって）ポリマ
ーを含む。センサーは更に、ポリマーが組み込まれている、導電性要素を含む。変化は、
インピーダンス測定回路によって測定することができる。
【０００６】
　特許文献４（シトラー（Sittler））は、有機液体、気体、又は蒸気の存在下で膨張す
る材料を含むセンサーを開示する。材料は支持表面に適用され、それによって、膨張の際
に、支持が変位して２つのコンデンサプレート間の距離を変化させ、これによってプレー
ト間の静電容量を変化させる。
【０００７】
　特許文献５（プログ（Plog）及びＭａｕｎｚ）は、容量型素子、及び誘電体としての通
気性感応層を有する、炭化水素の選択的検出のための気体センサーを開示する。感応層は
、その直径が検出される気体分子の気体運動論的直径と類似した主要微細孔から作製され
る規則的な結晶構造を有する、貴金属をドープしたゼオライトである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】米国特許出願公開第２００６／０２４９４０２号公報
【特許文献２】米国特許出願公開第２００６／０２３７３１０号公報
【特許文献３】米国特許第５，５１２，８８２号明細書
【特許文献４】米国特許第５，４８２，６７８号明細書
【特許文献５】米国特許第５，９６５，４５１号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　出願人は、例えば、周囲雰囲気などの環境における有機化学検体を検出及び監視するた
めに好適な感知素子を開示する。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　このような感知素子は、第１及び第２電極の近位にある検体応答性誘電体材料を含む。
これに関連して、検体応答性誘電体材料とは、有機化学検体を吸収することができ、有機
検体を材料中に吸収した際に電気的特性の測定可能な変化を呈し得る材料を意味する。一
実施形態では、検体応答性誘電体材料は、検体を吸収した際に誘電率の変化を呈し、その
結果、感知素子のキャパシタンスにおける変化が観察され得る。
【００１１】
　一実施形態では、検体応答性誘電体材料は、固有ミクロ孔質のポリマーである。このよ
うな材料は、低濃度の有機検体に対する高い応答性、有機検体に対する迅速な反応、及び
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水に対する低い応答性という点において、利点を提供し得る。理論又は機構によって制限
されることなく、出願人が検体応答性誘電体材料として固有ミクロ孔質のポリマーの用途
に見出した性能は、疎水性、最適な値の多孔率、最適な孔径範囲を包含するミクロ孔質間
隙体積、検体応答性誘電体層を形成するために溶液からキャスティングされる固有ミクロ
孔質のポリマーの能力という、いくつかの特性のいずれか、又は全てによる場合があると
、出願人は考える。
【００１２】
　様々な実施形態において、固有ミクロ孔質のポリマーは、非常に剛性があるポリマーと
なり、内部にねじれた構造を生じるための十分な構造的な特徴が存在するポリマーを提供
する、モノマーのいずれかの組み合わせの使用によって配合することができる。様々な実
施形態において、このような材料は、剛性リンカーによって連結される、第１のほぼ平面
的な種からなる有機高分子を含むことができ、この剛性リンカーは、リンカーによって連
結される２つの近接する第１のほぼ平面的な種が非同一平面上の配向に維持されるように
、ねじれ点を有する。様々な実施形態では、このような材料が、剛性リンカーによって大
部分が最高で２つの他の第１の種に連結される第１のほぼ平面的な種からなる有機高分子
を含むことができ、この剛性リンカーは、リンカーによって連結される２つの近接する第
１の平面的な種が非同一平面上の配向に維持されるように、ねじれ点を有する。様々な実
施形態において、このようなねじれ点は、スピロ基、架橋環部、又は立体的に密集した単
一の共有結合を含んでもよく、この周囲では回転が制限される。
【００１３】
　一態様において、本明細書は、有機化学検体を感知するための感知素子であって、第１
電極及び第２電極と、第１及び第２電極の少なくとも近位に配置されるミクロ孔質で疎水
性の検体応答性誘電体材料であって、固有ミクロ孔質のポリマーであるミクロ孔質で疎水
性の検体応答性誘電体材料と、を含む、有機化学検体を感知するための感知素子とを開示
する。一実施形態では、電極の少なくとも一方が、有機化学検体に対して透過性である。
更なる実施形態では、透過性電極は非連続的である。追加の実施形態では、透過性電極は
パターンを有する。様々な実施形態において、感知素子は、電極の少なくとも一方に近接
する支持層、及び／又はカバー層を含むことができる。様々な実施形態において、感知素
子は、平行プレートコンデンサ構成、又は交互配置コンデンサ構成を含むことができる。
【００１４】
　別の態様において、本明細書は、有機化学検体を感知するためのセンサーであって、第
１電極及び第２電極と、第１及び第２電極の少なくとも近位に配置されるミクロ孔質で疎
水性の検体応答性誘電体材料を含む感知素子であって、ミクロ孔質で疎水性の検体応答性
誘電体材料が固有ミクロ孔質のポリマーである、感知素子と、検体応答性誘電体材料と、
第１及び第２電極と電気的に導通する動作回路であって、第１及び第２電極に電圧を印加
することができ、感知素子の電気的特性の変化を検出することができる動作回路と、を含
む、センサーを開示する。
【００１５】
　更に別の態様において、本明細書は、有機化学検体を感知する方法であって、第１電極
及び第２電極、並びに第１及び第２電極の少なくとも近位に配置されるミクロ孔質で疎水
性の検体応答性誘電体材料含む感知素子であって、ミクロ孔質で疎水性の検体応答性誘電
体材料が固有ミクロ孔質のポリマーである、感知素子、並びに第１及び第２電極と電気的
に導通する動作回路であって、第１及び第２電極に電圧を印加することができ、感知素子
の電気的特性の変化を検出することができる動作回路を含む、センサーを提供する工程と
、感知素子を１つ以上の有機化学検体を潜在的に含む環境に曝露する工程と、第１及び第
２電極に電圧を印加する工程と、感知素子の電気的特性を監視する工程と、を含む、方法
を開示する。
【００１６】
　本発明のこれら及び他の態様は、以下の「発明を実施するための形態」から明らかにな
るであろう。しかし、上記の要約は、決して、請求された主題に関する限定として解釈さ
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れるべきではなく、主題は、手続処理の間に補正することができるような付属の特許請求
の範囲によってのみ規定される。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】平行プレート構成における、代表的な感知素子の側面図。
【図２】交互配置構成における代表的な感知素子の平面図。
【図２ａ】図２の「２ａ」と印を付けられた線に沿って取られた、図２の代表的な感知素
子の断面図。
【図３】交互配置構成における代表的な感知要素の斜視図。
【図４】様々な濃度の有機検体への曝露時間の関数としての、平行プレート構成の代表的
な感知素子の測定されたキャパシタンスのプロット。
【図５】様々な濃度の有機検体への曝露時間の関数としての、平行プレート構成の代表的
な感知素子の測定されたキャパシタンスのプロット。
【図６】様々な濃度の有機検体への曝露時間の関数としての、交互配置構成の代表的な感
知素子の測定されたキャパシタンスのプロット。
【図７】様々な濃度の有機検体への曝露時間の関数としての、交互配置構成の代表的な感
知素子の測定されたキャパシタンスのプロット。
【図８】様々な濃度の有機検体への曝露時間の関数としての、交互配置構成の代表的な感
知素子の測定されたキャパシタンスのプロット。
【図９】様々な濃度の有機検体への曝露時間の関数としての、交互配置構成の代表的な感
知素子の測定されたキャパシタンスのプロット。
【図１０】様々な濃度の有機検体への曝露時間の関数としての、交互配置構成の代表的な
感知素子の測定されたキャパシタンスのプロット。
【図１１】様々な濃度の有機検体への曝露時間の関数としての、交互配置構成の代表的な
感知素子の測定されたキャパシタンスのプロット。
【図１２】様々な濃度の有機検体への曝露時間の関数としての、平行プレート構成の代表
的な感知素子の測定されたキャパシタンスのプロット。
【図１３】様々な濃度の有機検体への曝露時間の関数としての、平行プレート構成の代表
的な感知素子の測定されたキャパシタンスのプロット。
【図１４】様々な濃度の有機検体への曝露時間の関数としての、平行プレート構成の代表
的な感知素子の測定されたキャパシタンスのプロット。
【図１５】様々な濃度の有機検体への曝露時間の関数としての、平行プレート構成の代表
的な感知素子の測定されたキャパシタンスのプロット。
【図１６】様々な濃度の有機検体への曝露時間の関数としての、平行プレート構成の代表
的な感知素子の測定されたキャパシタンスのプロット。　様々な図面において、類似参照
記号は類似要素を表す。特に指定されない限り、本文献における全ての図面及び図は、一
定の縮尺ではなく、本発明の異なる実施形態を例示する目的で選択される。特に、様々な
構成要素の寸法は、例示的な用語としてのみ記述され、様々な構成要素の寸法間の関係が
、図面から推測されるべきではない。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　「最上部」、「底部」、「上部」、「下部」、「前部」、「後部」、並びに「第１」及
び「第２」などの用語が本開示中で使用され得るが、これらの用語は相対的な意味におい
てのみ使用されることを理解すべきである。
【００１９】
　感知素子
　図１、図２に関連して、本明細書では、少なくとも、第１電極２０／１２０及び第２電
極３０／１３０に近接する検体応答性誘電体層１０／１１０を含む感知素子１／１０１が
開示される。これらの構成要素並びにその特徴及び特性、加えて他の任意の構成要素並び
にその特徴及び特性が同じく説明される。これらの説明は、平行プレートコンデンサの一
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般的な構成に基づく代表的な感知素子を表す図１、並びに交互配置コンデンサの一般的な
構成に基づく代表的な感知素子を表す図２、図２ａ、及び図３の双方を参照する。明確に
するため、様々な構成要素が、異なる一般的な構成を表す図中において、異なる参照番号
（一般的に、１００ずつ増える）を付された。しかしながら、特に指定されない限り、様
々な構成要素の構造、組成、及び特性が、任意の容量設計の感知素子に適用可能であり得
ることが離解されるべきである。
【００２０】
　感知素子１／１０１は、検体応答性誘導体層１０／１１０が第１電極２０／１２０及び
第２電極３０／１３０と十分に近接し、それによって層中に含まれる検体応答性誘導体材
料が、電極によって形成される電界と相互作用することができるように構成される。感知
素子１／１０１の動作中、検体応答性絶縁体層１０／１１０は、１つ以上の検体を吸収し
た際に電気的特性の変化を呈する。一実施形態において、電気的特性は、キャパシタンス
、又は以下に記載されるキャパシタンスに関連する特性である。このような、キャパシタ
ンスに関連する特性の変化は、第１電極２０／１２０及び第２電極３０／１３０の間に電
荷の差を付与し（例えば、電極に電圧差を付与することによって）、検体の存在に反応す
る感知素子の特性を監視することによって測定することができる。本明細書において後に
記載されるように、このような監視は、動作回路２８／１２８の使用によって行うことが
できる。
【００２１】
　用語「キャパシタンス」及び「キャパシタンスに関連する特性」とは、あらゆる電気的
特性及びその測定値を包含し、これは電荷の付与（一定であっても時間的に変化しても）
並びに電荷の付与中、及び／又は付与後の電気的特性の監視と一般的に関連する。このよ
うな特性は、キャパシタンスだけではなく、インピーダンス、アドミタンス、抵抗、コン
ダクタンスなどをも含み、当該技術分野において既知の様々な方法で測定され得る。
【００２２】
　検体応答性誘電体層
　検体応答性誘電体層１０／１１０（用語「層」は、一般的に使用され、あらゆる物理的
構成を包含する）は、検体応答性誘電体材料を少なくとも部分的に含む。これに関連して
、「検体応答性誘電体材料」とは、有機化学検体を吸収することができ、有機検体を材料
中に吸収した際に材料の一定の電気的特性の測定可能な変化を呈し得る材料を意味する。
【００２３】
　固有ミクロ孔質のポリマー
　一実施形態では、検体応答性絶縁体材料は、いわゆる「固有ミクロ孔質のポリマー」（
以降、ＰＩＭｓと称される）を含む材料の一群から選択される。このようなポリマーには
、バド（Budd）らの「固有ミクロ孔質のポリマー（ＰＩＭｓ）、剛性がある、溶液処理可
能な有機ミクロ孔質材料（Polymers of intrinsic microporosity（PIMs）: robust, sol
ution-processable, organic microporous materials）」Ｃｈｅｍ．Ｃｏｍｍｕｎ．、２
００４年、２３０～２３１頁）、マコーエン（McKeown）ら（Ｃｈｅｍ．Ｅｕｒ．Ｊ．、
２００５年、第１１巻、第９号、２６１０～２６２０頁）、米国特許出願公開第２００６
／０２４６２７３号（マコーエン（McKeown）ら）及び国際公開第２００５／０１２３９
７（Ａ２）号（マコーエン（McKeown）ら）に開示されたものが挙げられるが、これらに
限定されない。
【００２４】
　ＰＩＭｓは、内部にねじれた構造を生じるための十分な構造的特徴が存在する、非常に
剛性があるポリマーとなるモノマーの任意の組み合わせの使用によって配合することがで
きる。様々な実施形態において、ＰＩＭｓは、剛性リンカーによって連結されるほぼ平面
的な種からなる有機高分子を含む場合があり、この剛性リンカーは、剛体リンカーによっ
て連結される２つの近接する平面的な種が非同一平面上の配向に維持されるように、ねじ
れ点を有する。更なる実施形態では、このような材料が、剛性リンカーによって大部分が
最高で２つの他の第１の種に連結される第１のほぼ平面的な種からなる有機高分子を含む
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ことができ、この剛性リンカーは、リンカーによって連結される２つの近接する第１の平
面的な種が非同一平面上の配向に維持されるように、ねじれ点を有する。様々な実施形態
において、このようなねじれ点は、スピロ基、架橋環部、又は立体的に密集した単一の共
有結合を含んでもよく、この周囲では回転が制限される。
【００２５】
　このような剛性があるねじれた構造を有するポリマーでは、ポリマー鎖が互いに有効に
密集することができず、したがってポリマーは、固有のミクロ孔質を有する。したがって
、ＰＩＭｓは、材料の熱履歴に顕著に依存することのない、ミクロ孔質を備えることの利
益を有する。ＰＩＭｓはしたがって、大量に再生可能に製造可能であるという点で、及び
老朽化、及び貯蔵寿命などによって変化する特性を呈さないという点で、利益を提供する
ことがある。
【００２６】
　これに関連して、用語「ミクロ孔質の」及び「ミクロ孔質」は、材料が有意な規模の、
内部の相互接続された間隙体積を有し、平均孔径（例えば、吸着等温線手段によって特徴
付けられる）は、約１００ｎｍ未満である。このようなミクロ孔質により、有機検体の分
子（存在する場合）が、材料の内部間隙体積に浸透し、内部細孔中に定着することが可能
となる。内部細孔中のこのような検体の存在は、材料の誘電特性を変化させることができ
、それによって誘電率（又は他の任意の好適な電気的特性）の変化が観察され得る。理論
又は機構によって制限されることなく、出願人は、ミクロ孔質誘電体材料に依存する開示
される感知素子１／１０１は、誘電体材料の電気的特性の測定可能な変化が細孔中の検体
分子の存在によって生じ得るという点において、有機検体の感知に関する有利な特性を有
することがあるものと考える。したがって、検体分子が、増大及び／又は膨張などの、ポ
リマー材料の特性の変化（ただし、このような現象もまた生じることがあり、やはり測定
可能な電気的反応に寄与することがある）を生じるために十分な程度、ポリマー材料自体
の中で可溶化されることを必要とせずに、検体を検出することが可能であり得る。このよ
うな検体応答性誘電体材料のミクロ孔質特性は、誘電体材料の、少量の有機検体への高い
応答性に寄与することがある。
【００２７】
　様々な実施形態において、ＰＩＭは、少なくとも約１０％、少なくとも約２０％、又は
少なくとも約３０％の多孔率を含む（例えば、フロリダ州、ボーイトン・ビーチ（Boynto
n Beach）のカンタクロム・インストラメンツ（Quantachrome Instruments）からの商標
名オートソーブ（Autosorb）で入手可能な器具を使用するものなどの、吸着等温曲線技術
によって特徴付けられる）。このような多孔質は、低濃度の有機化学検体に対する良好な
反応を提供することができる。しかしながら、材料は、第１電極２０／１２０と、第２電
極３０／１３０との間の短絡又はアーク放電の回避が困難であるような、高い間隙体積を
有するべきではない。したがって、様々な実施形態において、材料は最高でも約９０％、
最高でも約６０％、又は最高でも約４０％の多孔率を含む。
【００２８】
　また、理論又は機構に制限されることなく、内部細孔の寸法及び分布は、細孔の少なく
ともいくつかの、有機検体分子の少なくともいくつかが、別の方法で存在するよりも（例
えば、これらが、検体が監視される環境における場合よりも）高密度の状態（例えば、擬
似液体状態）を形成することができるようなものであり得る。これは、監視される環境中
に存在するよりも、より多数で、及び／又はより高密度で、内部細孔中に収集される検体
分子を生じ得るか、又は代わりに、この状態の検体分子は、低密度の蒸気又は気体状態に
おけるよりも高い誘電率（比誘電率）を呈し得る。したがって、適切に選択される寸法及
び分布の細孔を有する、ミクロ孔質検体応答性誘電体材料に基づく感知素子は、少量の有
機検体に対して優れた感度を呈し得る。様々な実施形態において、ＰＩＭは、約５０ｎｍ
未満、約２０ｎｍ未満、又は約１０ｎｍ未満の平均孔径を含む。様々な実施形態において
、ＰＩＭは、約０．３ｎｍ超、約０．５ｎｍ超、又は約１．０ｎｍ超の平均孔径を含む。
【００２９】
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　一実施形態では、ＰＩＭは疎水性材料（例えば、疎水性有機高分子材料）であり、これ
は材料が著しく増大するか、ないしは別の方法で物理的特性の顕著な変化を呈する程度ま
で液体水を吸収することがない。このような疎水性特性は、水の存在に対する感度が比較
的低い有機検体感知素子を提供するために有用である。しかしながら、材料は特定の目的
のために、比較的極性の部分を含み得る。
【００３０】
　一実施形態では、ＰＩＭは連続的なマトリックスを含む。このようなマトリックスは、
材料の固体部分が連続的に相互接続されているアセンブリ（例えば、コーティング、層な
ど）として定義される（上記の多孔質の存在、又は下記の任意の添加物の存在とは拘わり
なく）。即ち、連続的なマトリックスは、粒子の凝集（例えば、ゼオライト、活性炭、カ
ーボンナノチューブなど）を含むアセンブリから区別可能である。例えば、溶液から堆積
される層、又はコーティングは、典型的には連続的なマトリックスを含む（コーティング
自体がパターンを有する方法で塗布されるか、及び／又は粒子状の添加物を含むとしても
）。粉末の噴霧、分散体（例えば、ラテックス）のコーティング及び乾燥、又はゾル－ゲ
ル混合物のコーティング及び乾燥によって堆積された粒子の集合は、出願人によって定義
される連続的な網状組織を含まないことがある。しかしながら、このようなラテックス、
ゾル－ゲルなどの層が、個別の粒子がもはや認識不可能であるか、又は異なる粒子から得
られたアセンブリの領域を認識することが不可能であるように固化され得る場合、このよ
うな層は出願人の連続的マトリックスの定義に合致することがある。
【００３１】
　いくつかの実施形態では、ＰＩＭｓは、一般的な有機溶媒中に可溶であり、したがって
コーティングなどの従来の堆積プロセスに適する。
【００３２】
　特定の実施形態では、ＰＩＭ材料が堆積される（例えば、コーティングされる）か、な
いしは別の方法で検体応答性誘電体層を含むように形成された後、材料は、好適な架橋剤
、例えば、ビス（ベンゾニトリル）二塩化パラジウム（ＩＩ）などの好適な架橋剤を使用
して架橋され得る。このプロセスは、検体応答性誘電体層を有機溶媒中で不溶性にするか
、及び／又は耐久性、摩擦耐性などのいくつかの物理的特性を向上することがあり、これ
はいくつかの用途において望ましい場合がある。
【００３３】
　いくつかの実施形態では、ＰＩＭｓは、他の材料とブレンドされてもよい。例えば、Ｐ
ＩＭは、それ自体が検体応答性誘導体材料ではない材料とブレンドされてもよい。検体反
応に寄与しないものの、このような材料は他の理由のために有用であり得る。例えば、こ
のような材料は、優れた機械特性などを有する、ＰＩＭ含有層の形成を可能にすることが
ある。一実施形態では、ＰＩＭｓは、他の材料と共に一般的な溶媒に溶解して、均質な溶
液を形成してもよく、これは、キャスティングされて、ＰＩＭ及び他のポリマー（１つ又
は複数）の双方を含む検体応答性誘導体ブレンド層を形成してもよい。ＰＩＭｓはまた、
検体応答性誘電体材料である材料（例えば、ゼオライト、活性炭、シリカゲル、超架橋ポ
リマーネットワークなど）とブレンドされてもよい。このような材料は、ＰＩＭｓ材料を
含む溶液中に懸濁された不溶性材料を含み得る。このような溶液／懸濁液のコーティング
及び乾燥は、ＰＩＭ材料と追加的な検体応答性誘導体材料の双方を含む、複合検体応答性
誘導体層をもたらすことがある。
【００３４】
　様々な実施形態において、検体応答性誘電体材料でない材料の追加の層（１つ又は複数
）が、検体応答性誘電体層の近位に提供されてもよい。このような層（１つ又は複数）は
、例えば、保護層として、接着剤を向上するための結合層としてなど、様々な理由のいず
れかのために提供されてもよい。
【００３５】
　いくつかの実施形態では、検体応答性誘電体材料の複数の個別の層が使用され得る。例
えば、ＰＩＭ材料の複数の層が使用され得る。あるいは、ＰＩＭ材料の層に加えて、一定
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の他の検体応答性誘電体材料の１つ以上の層が使用され得る。検体応答性誘電体材料の様
々な層が、互いに直接接する場合があり、又はこれらは、一定の他の目的のために存在す
る層（１つ又は複数）（例えば、本明細書において記載されるように、不動態層、結合層
など）によって隔離される場合がある。
【００３６】
　電極
　図１及び図２に関連し、第１電極２０／１２０及び第２電極３０／１３０は、任意の好
適な導電性材料を含むことができる。十分な全体導電性がもたらされる限り（例えば、電
極材料は約１０－２オーム／メートルの一定抵抗率を含む）、異なる材料（導電性、及び
／又は非導電性）の組み合わせが、異なる層又は混合物として使用され得る。第１電極及
び／又は第２電極を作製するために使用され得る材料の例としては、有機材料、無機材料
、金属、合金、及び様々な混合物、並びにこれらの材料のいずれか、又は全てを含む複合
材料が挙げられるがこれらに限定されない。いくつかの実施形態では、コーティング（例
えば、蒸気コーティング、スパッタコーティングなど）された金属、若しくは酸化金属、
又はこれらの組み合わせが使用され得る。好適な導電性金属としては、例えば、アルミニ
ウム、スズ、酸化インジウムスズ、金、銀、プラチナ、パラジウム、銅などが挙げられる
。一実施形態では、両方の電極が同じ金属を含み、別の実施形態では、第１及び第２電極
が異なる材料を含む。
【００３７】
　様々な実施形態において、電極のいずれか、又は両方が有機検体に対して透過性であり
得る。このような電極の透過性は、図１に図示される平行プレートコンデンサの一般的な
様式で構成される感知素子の場合に特に有用であり得る。このような場合、第２電極３０
が透過性であると、有機検体は、縁部１５を経由して（これは、より遅いプロセスであり
得る）検体応答性誘電体層１０に入らなくてはならないわけではなく、主表面１３を通っ
て検体応答性誘電体層１０に入ることができる。同様に、第１電極２０が透過性である場
合、有機検体は主表面１１を通って検体応答性誘電体層１０に入ることができる場合があ
る（しかしながら、支持体４０が検体に対して透過性でない場合、第１電極２０を透過性
構成で提供することは有益でないことがある）。
【００３８】
　様々な実施形態において、電極は非連続的であることによって検体透過性であることが
できる。これに関連して、用語非連続的とは、電極が互いに電気的に接触しないユニット
（スポット、アイランドなど）を含むことを意味しない。むしろ、非連続的とは、電極の
全体的な境界の内部において、いくつかの領域が導電性の材料を含まないことを意味する
。このような非連続的な電極は微視的に非連続的であり得る。例えば、電極は、導電性材
料の粒子（例えば、ナノ粒子）を含むゾルの堆積（例えば、コーティング、インクジェッ
ト印刷などによる）によって形成され得る。このような場合、電極は、電極が導電性であ
ることを確実にするために、十分に接触する導電性粒子を含むが、電極を有機検体に対し
て透過性とするために粒子間に十分な空間を有する。他の実施形態では、電極は巨視的に
非連続的な構造を含み得る。例えば、導電性材料が蒸気コーティングされた金属（これは
典型的には不透過性である）を含む場合、導電性金属は、連続的な層としてではなく、あ
るパターン（例えば、格子パターンで、又は実施例１に開示される「櫛形」パターンで）
で堆積され得る。
【００３９】
　図１及び図２を参照すると、第１電極２０／１２０の電気的にアクセス可能な領域２５
／１２５、及び第２電極３０／１３０の電気的にアクセス可能な領域３５／１３５が提供
され、それにより、これらの領域を通じて動作回路２８／１２８を感知素子に接続するこ
とが可能である。このような電気的にアクセス可能な領域は、任意の便利な位置に提供さ
れ得る。例えば、このような電気的にアクセス可能な領域は、図１及び図２の代表的な図
の電極の縁部に図示され、図３の代表的な図の電極の主表面（１２３及び１３３）に図示
される。一実施形態では、接続装置（例えば、接触パッド、又はタブ）２２／１２２が、
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第１電極２０のアクセス可能な領域と接触するように（例えば、取り付けられる）位置付
けられ、それによって感知素子１／１０１と動作回路２８／１２８との間に電気的接触を
つくることができる（例えば、ワイヤー２４／１２４を取り付けることによって）。同様
な接続装置３２／１３２を、第２電極３０のアクセス可能な領域と接触させるように、同
様に位置付けることができる。
【００４０】
　代表的な感知素子と、平行プレート構成を作製する方法
　一実施形態では、図１の断面図の代表的な方法に示される、平行プレートコンデンサの
一般的な方法で構成される、感知素子１が製造され得る。このような構成では、感知素子
は２つのほぼ平面的な、平行な、対向する電極を含み、検体応答性誘電体層が電極の間に
存在して、２つの電極の間の直接的な電気的接触を防ぐ。
【００４１】
　このような感知素子を作製するための代表的なプロセスでは、支持体４０（これは材料
の連続的なスラブ、層、又はフィルムであり得る）が提供され、これは、電極の少なくと
も一方の近位にあり、完成した感知素子に物理的強度、及び一体性を提供するように機能
し得る。ガラス、セラミック、プラスチックなどを含む、任意の好適な材料が使用されて
もよい。大規模生産では、ポリマーフィルム（ポリエステルなど）が使用されてもよい。
いくつかの実施形態では、支持体は検体透過性材料（例えば、シリコーンゴム、ミクロ孔
質膜など）である。
【００４２】
　一実施形態では、第１電極２０として機能する導電性層が支持体４０上に提供される。
導電性層は、導電性及び非導電性材料のブレンド又は混合物を含む、上記の材料のいずれ
かを含んでもよく、スピンコーティング、ディップコーティング、スクリーン印刷、トラ
ンスファーコーティング、スパッタコーティング、物理蒸着、化学蒸着、又はこれらの方
法の２つ以上の組み合わせが挙げられるが、これらに限定されない任意の好適な方法によ
って堆積され得る。別の実施形態では、導電性層は、支持体４０の上に予め作製されたフ
ィルム（例えば、金属フォイル、導電性テープなど）を配置することによって提供され得
る。この第１電極２０は、既述のように、連続的な層又は非連続的な層として提供され得
る。
【００４３】
　一実施形態では、電極２０の第１表面２１が、支持体４０の第１表面４１の少なくとも
一部の近位にあるように、及び／又はこれに接触するように、導電性層が提供される。別
の実施形態では、電極２０の第１表面２１の少なくとも一部と、支持体４０の第１表面４
１との間に任意の層が存在する。このような任意の層は、この層が感知素子１の機能に干
渉しない限りにおいて、任意の目的（第１電極２０と支持体４０との間の結合の向上など
）で使用され得る。
【００４４】
　感知素子１の製造において、検体応答性誘電体層１０がまた提供される。一実施形態で
は、検体応答性誘電体層１０は、層１０の第１主表面１１が、第１電極２０の第２表面２
３の少なくとも一部と直接接触するように（動作回路への接続のために、第１電極２０の
少なくとも一部をアクセス可能なままにしておく）、提供される。
【００４５】
　一実施形態では、検体応答性誘電体材料は、例えば、溶媒コーティング、スピンコーテ
ィング、ディップコーティング、トランスファーコーティング、スクリーン印刷などが挙
げられるが、これらに限定されないコーティングプロセスによって、第１電極の近位に配
置される。ある実施形態では、誘電体材料は、感知素子の性能を損なうように作用し得る
、欠陥、ピンホールなどの存在を極小化するような方法で堆積される。特定の実施形態で
は、検体応答性誘電体層は、ＰＩＭ材料の溶液を好適な基材上にコーティングし、溶液を
乾燥させてＰＩＭ材料を含む固体層を形成することによって堆積される、固有ミクロ孔質
のポリマーを含む。
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【００４６】
　検体応答性誘電体層１０はまた、他の方法でも提供され得る。例えば、検体応答性誘電
体材料の予備形成されたフィルムが、第１電極の第２表面上に配置され得る。別の実施形
態では、検体応答性誘電体材料は、特定の形態（例えば、粉末として、懸濁液として、又
はゾルとして）で提供され、このような形態で第１電極上に堆積されて粒子状コーティン
グを形成することができる。必要であれば、このような材料は、検体応答性誘電体材料の
連続的なマトリックスを形成するように固化され得る。
【００４７】
　様々な実施形態において、第２電極３０は、第２導電性層を、検体応答性誘電体層１０
の近位に配置することによって形成され得る。第２電極３０は上記の導電性材料を含んで
もよく、上記の方法に従って堆積されてもよい。ある実施形態では、（特に、支持体４０
が検体に対して不透過性である場合）、第２電極は、有機検体に対して透過性となるよう
に、非連続的な構造（やはり前記のように）を含んでもよい。
【００４８】
　図１に関連し、任意の保護カバー、又は障壁５０が、電極の少なくとも一方の近位に提
供され得る。一実施形態では、カバー層５０を、第２電極３０の上に配置することができ
る（第２電極３０の一領域を電気的接触のために、アクセス可能なままにしておく）。任
意のこのようなカバー層５０は、感知素子１の機能に有意に干渉するべきではない。例え
ば、感知素子が、対象の検体が検体応答性誘電体層１０に到達するためにカバー層５０を
通過しなくてはならないように構成される場合、カバー層は検体に対して十分に透過性で
あるべきである。
【００４９】
　カバー層５０は、コーティング（例えば、スピンコーティング、ディップコーティング
、溶媒コーティング、蒸気コーティング、トランスファーコーティング、スクリーン印刷
、フレキソ印刷など）を含む、当該技術分野において既知の任意の方法で堆積されてもよ
い。別の実施形態では、カバー層５０は第２電極３０上に配置される、予め作製された層
（例えば、フィルム、又はテープ）を含み得る。一実施形態では、カバー層５０は、カバ
ー層５０の第１表面５１が、第２電極３０の第２表面３３の少なくとも一部と直接接触す
るように提供される。カバー層の第２表面は、感知素子の最も外側の表面であってもよく
、あるいは必要であれば、それ自体が追加のコーティング又は層を受けてもよい。
【００５０】
　一実施形態では、第１電極２０の第２表面２３と、検体応答性誘電体層１０の第１主表
面１１は直接接触し、その間に介在する層（１つ又は複数）は存在しない。同様に一実施
形態では、第２電極３０の第１表面３１と、検体応答性誘電体層１０の第２主表面１３が
、直接接触し、その間に介在する層（１つ又は複数）は存在しない。このような実施形態
が図１に図示される。しかしながら、他の任意の層が、第１電極２０と検体応答性誘電体
層１０との間、及び／又は第２電極３０と検体応答性誘電体層１０との間に存在し得るこ
ともまた考察される。このような場合、電極のいずれか、又は両方が検体応答性誘電体材
料のいくらか、又は全てと直接接していなくてもよい。例えば、電極と検体応答性誘電体
層との間の結合を向上するために、結合層（１つ又は複数）が使用されてもよい。又は、
電極間のアーク放電の可能性を極小化するために、不動態層（１つ又は複数）（例えば、
二酸化ケイ素の層）が、検体応答性誘電体層の表面と電極表面との間に配置されてもよい
。いくつかの実施形態では、複数のこのような任意の層が使用され得る、あるいは、単一
の層が複数の機能を果たし得る。いずれかのこのような任意の層（１つ又は複数）、例え
ば、上記の結合層、不動態層、保護層、カバー層などが、これらが感知素子の望ましい機
能に有意に干渉しない限りにおいて、あらゆる目的のために使用され得る。例えば、感知
素子が、検体が検体応答性誘電体層１０に到達するために、任意の層を通過しなくてはな
らないように構成されている場合、任意の層は、対象の検体に対して十分に透過性である
べきである。
【００５１】
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　一般的に、様々な層の縁部が互いにぴったり重なるように位置合わせされ得る（図１の
代表的な実施形態に表されるように）。あるいは、様々な相が他の層と重なり合い、及び
／又はいくつかの層の縁部が他の層に対して奥にあってもよい。
【００５２】
　第１電極２０上の検体応答性誘電体材料の堆積において、電気的にアクセス可能な領域
２５が第１電極２０上に提供されて、電極と動作回路との間の電気的接触を可能にするべ
きである。同様に、カバー層が第２電極３０の上に配置される場合、電気的にアクセス可
能な領域３５が同様に提供されるべきである。このような電気的にアクセス可能な領域は
、任意の便利な位置に提供され得る。一実施形態では、接続装置（例えば、接触パッド、
タブなど）２２を、第１電極２０のアクセス可能な領域２５と電気的に接触させてもよい
。同様に、接続装置３２を、第２電極３０のアクセス可能な領域３５と同様に接触させて
もよい。
【００５３】
　交互配置構成
　別の実施形態では、交互配置コンデンサの一般的な方法で構成される、感知素子が製造
され得る。交互配置感知素子の代表的な実施形態が、図２の平面図、図２ａの断面図（図
２の「２ａ」と印を付けられた線に沿って取られた）、及び図３の斜視図に図示される。
これに関連して、用語「交互配置の」は交互配置構成で存在する少なくとも２つの電極を
含む、任意の構成を包含する。このような構成は、交互配置の櫛形パターン（図２、図２
ａ、及び図３に表される）に加えて、当該技術分野において既知の交互配置の螺旋状、又
はＳ字状パターンを含む。これらの設計は全て、（少なくとも）２つの電極が、電極の近
位に存在する検体応答性誘電体層と、概して同一平面上の交互配置構成にあるように存在
するという共通の特徴を有し、それによって、電極の間に電界が形成されたときに、層中
に含まれる検体応答性誘電体材料が電界と相互作用することができる。検体応答性誘電体
層／材料は、電極の間（即ち、２つの電極の平面内、及び第１及び第２電極の接近部の任
意の２点の間の最も近い線状通路に介在する）に提供され得る。あるいは、検体応答性誘
電体層／材料は、電極と同一平面上ではないが、検体応答性誘電体材料が、少なくとも、
２つの電極の近接する区分の間に形成される周辺電界に曝露されるように提供され得る。
更に別の代替的実施形態では、検体応答性誘電体層が、両方の位置に提供され得る。
【００５４】
　交互配置電極は、材料のパターン化された堆積のための既知の方法（例えば、マスク蒸
着、スクリーン印刷、インクジェット印刷）のいずれかによって、２つの交互配置パター
ンで導電性材料を堆積することによって提供され得る。電極のパターンの、特定の幾何学
的／寸法的特性（間隔、高さ、長さなど）は、所望により設計されてもよい。
【００５５】
　一実施形態では、交互配置電極は、上記の材料からなり得る支持体１４０上に提供され
る。第１電極１２０及び第２電極１３０は、典型的には同じ支持体１４０上に配置され得
る。一実施形態（図２、図２ａ、及び図３に図示される）では、第１電極１２０の第１表
面１２１、第２電極１３０の第１表面１３１、は両方とも、支持体１４０の第１表面１４
１の少なくともいくらかの部分と直接的に接する。別の実施形態では（図示されない）、
任意の層（１つ又は複数）が、上記の任意の層と同様に、電極１２０及び／又は電極１３
０と、支持体１４０との間に存在し、同じ問題及び制約を受ける場合がある。
【００５６】
　図２、図２ａ、及び図３の代表的な実施形態に例示されるように、第１電極１２０及び
第２電極１３０のパターン化された堆積は、支持体１４０の表面１４１の（又はその上の
任意の層の表面の）領域を曝露されたままにすることがある。検体応答性誘電体層は、次
に、平行プレート型の感知素子に関して先に記載されたものと同様の方法により、支持体
１４０上に堆積され得る。堆積された検体応答性誘電体材料はしたがって、２つの電極の
間の空間（例えば、図２、図２ａ、及び図３に表される空間１１７）を埋める。したがっ
て、この実施形態では、検体応答性誘電体層１１０の第１表面１１１は、支持体１４０の
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表面１４１の少なくとも一部と直接接触する。図２ａ及び図３に表されるように、堆積プ
ロセスによってまた、検体応答性誘電体層１１０が、第１電極の第２表面１２３、及び第
２電極の第２表面１３３を覆い、これと接触することがある（例えば、電極の一方又は両
方がマスクされるなどして、堆積が選択的に行われない限り）。したがって、様々な実施
形態において、検体応答性誘電体層１１０の第１表面１１１は、第１電極１２０の第２表
面１２３と、及び／又は第２電極１３０の第２表面１３３と、直接接触する。
【００５７】
　別の実施形態では、任意の層（図２、図２ａ、又は図３に図示されない）が、第１電極
１２０の第２表面１２３の上、及び／又は第１電極１３０の第２表面１３３の上に提供さ
れ得る（この実施形態では、検体応答性誘電体層１１０の第１表面１１１と、第１電極１
２０の第２表面１２３及び／又は第２電極１３０の第２表面１３３との間の直接的接触は
、生じないことがある）。このような任意の層は、上記のものと同様の目的（保護など）
を果たすことがある。しかしながら、交互配置型の感知素子では、電極の一方又は両方の
上の任意の層は、検体が、検体応答性誘電体層１１０の領域１１７に到達するために任意
の層を通過する必要がない場合があるため、検体に対して必ずしも透過性である必要はな
い場合がある。
【００５８】
　一実施形態では、任意のカバー層１５０（これは、保護層、絶縁層、装飾層などとして
機能し得る）は、検体応答性誘電体層１１０の第２表面１１３の上に堆積され得る。任意
のこのようなカバー層は、感知層の機能に有意に干渉するべきではない（例えば、これは
対象の検体に対して十分に透過性であるべきである）。このカバー層は、任意の既知のコ
ーティングプロセスによって堆積されるコーティングを含み得る（例えば、スピンコーテ
ィング、ディップコーティング、溶媒コーティング、蒸気コーティング、トランスファー
コーティング、スクリーン印刷、フレキソ印刷など）。別の実施形態では、カバー層１５
０は、層１１０の第２表面１１３の上に配置される予め作製された層（例えば、フィルム
又はテープ）を含み得る。
【００５９】
　検体応答性誘電体材料（及びいずれかの任意のカバー層の）の堆積において、各電極と
動作回路との間の電気的接触を可能にするために、電気的にアクセス可能な領域１２５が
第１電極１２０上に、及びアクセス可能な領域１３５が第２電極１３０上に提供されるべ
きである。このような電気的にアクセス可能な領域は、任意の便利な位置に提供され得る
。例えば、このような電気的にアクセス可能な領域１２５及び１３５は、図２の代表的な
図の電極の縁部上に図示され、かつ図３の代表的な図の電極の表面１２３及び１３３上で
図示される。
【００６０】
　一実施形態では、接続装置（例えば、接触パッド、タブなど）１２２を、第１電極１２
０のアクセス可能な領域１２５と電気的に接触するように配置してもよい。同様に、接続
装置１３２を、第２電極１３０のアクセス可能な領域１３５と同様に接触するように配置
してもよい。
【００６１】
　動作回路
　検体応答性誘電体層によって十分な検体が吸収された際に、感知素子に関連する電気的
特性（キャパシタンス、インピーダンス、アドミタンス、電流、又は抵抗などが挙げられ
るがこれらに限定されない）の検出可能な変化が生じ得る。このような検出可能な変化は
、第１及び第２電極と電気的に導通する動作回路２８／１２８によって検出され得る。こ
れに関連して「動作回路」とは一般的に、第１電極及び第２電極に電圧を印加する（した
がって、電極に電荷の差を付与する）、及び／又は感知素子の電気的特性（電気的特性は
有機検体の存在に反応して変化し得る）を監視するために使用され得る電気装置を指す。
様々な実施形態において、動作回路は、インダクタンス、キャパシタンス、電圧、抵抗、
コンダクタンス、電流、インピーダンス、位相角、損失率、又は散逸のいずれか、又は組
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み合わせを監視してもよい。
【００６２】
　このような動作回路は、電極に電圧を印加し、かつ電気的特性を監視することの両方を
行う単一の装置を含み得る。別の実施形態では、このような動作回路は、電圧を提供する
ものと、信号を監視するものとの２つの別個の装置を含んでもよい。動作回路は、ワイヤ
ー２４／１２４及び３４／１３４により、第１電極２０／１２０、及び第２電極３０／１
３０に接続されてもよい。別の実施形態では、動作回路は、接続装置２２／１２２及び３
２／１３２によって、又は動作回路の一定の部分を各電極の電気的にアクセス可能な領域
へ直接的に接触させることによって、のいずれかで第１及び／又は第２電極と直接接触す
るように提供され得る。例えば、動作回路は、回路基板上、又はフレキシブル回路上（こ
れらのいずれかは、また、支持体４０／１４０として機能し得る）に存在する動作回路が
提供され得る。第１電極は次に、回路基盤／支持体４０上に直接堆積され得、それによっ
て、これは、動作回路の一部と直接的に接触する。
【００６３】
　動作回路２８／１２８は、例えば、電源を含んでもよい（これは電池又はハードワイヤ
ード電源を含んでもよく、あるいは、例えば、電力が動作回路内に組み込まれたＢＦＩＤ
回路の充電によって間接的に提供されてもよい）。動作回路２８／１２８はまた、電極の
充電を制御する、及び／又は充電された感知電極対の１つ以上の電気的特性の変化を監視
するように構成された１つ以上のマイクロプロセッサを含んでもよい。アナログデジタル
変換機、感知素子から得られるデータを保存するための記憶装置、感知素子を操作するた
めのソフトウェア、データロギング及び／又は一方向若しくは双方向のテレメトリ機能を
提供する構成要素などもまた存在し得る。
【００６４】
　検体
　例えば、本明細書において開示される感知素子は、有機検体（１つ又は複数）の存在を
検出及び／又は監視（定性的であっても、定量的であっても）するために使用され得る。
このような検体としては、炭化水素、フッ化炭素、アルカン類、シクロアルカン類、芳香
族化合物類、アルコール類、エーテル類、エステル類、ケトン類、ハロカーボン類、アミ
ン類、有機酸類、シアン酸類、ニトレート類、及び二トリル類、例えば、ｎ－オクタン、
シクロヘキサン、メチルエチルケトン、アセトン、エチルアセテート、二硫化炭素、四塩
化炭素、ベンゼン、スチレン、トルエン、キシレン、メチルクロロホルム、テトラヒドロ
フラン、メタノール、エタノール、イソプロピルアルコール、ｎ－ブチルアルコール、ｔ
－ブチルアルコール、２－エトキシエタノール、酢酸、２－アミノピリジン、エチレング
リコールモノメチルエーテル、トルエン－２，４－ジイソシアネート、ニトロメタン、及
びアセトニトリルなどが挙げられるが、これらに限定されない。検体は、比較的無極性の
有機分子、又は比較的極性の有機分子であり得る。検体はいわゆる蒸気、即ち、検体が経
験している周囲条件の温度及び圧力において、固体又は液体を形成することができる分子
である場合がある（例えば、トルエン、アセトン、ヘプタンなど）。検体はいわゆる気体
、即ち、通常、周囲条件において液体又は固体を形成することができない分子である場合
がある（ただし、このような分子は、上記の検体応答性誘電体材料の内部細孔中のより高
密度の状態を更に含み得る）。このような気体は、メタン、エタンなどを含み得る。いく
つかの環境において、有機検体分子の混合が検出され得る。
【００６５】
　本発明は以下の実施例により更に説明される。以下の実施形態における全ての数値は、
用語「およそ」によって修正されるものとしてみなされるべきである。
【実施例】
【００６６】
　ゲル透過クロマトグラフィー（ＧＰＣ）
　ゲル透過クロマトグラフィー（ＧＰＣ）を用いて、様々な材料の分子量を測定した。各
サンプルは、１０ｍＬのＴＨＦを、およそ２５ｍｇの材料に加えることによって調製され
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た。溶液は０．２５マイクロメートル、テフロン（Teflon）シリンジフィルターを使用し
て濾過された。１００マイクロリットルの溶液を、ウォーターズ（Waters）２６９５（商
標）セパレーションモジュール（Separation Module）（ウォーターズ社（Waters Corp.
）（マサチューセッツ州、ミルフォード（Milford）））と組み合わせたカラム６本セッ
ト（ジョルディ・アソシエーツ（Jordi Associates）混合床及び５００Ａ　２５ｃｍ長さ
カラム、ジョルディ・アソシエーツ（Jordi Associates）社（マサチューセッツ州ベリン
グハム（Bellingham））に注入した。ウォーターズ（Waters）２６９５（商標）を、溶離
液としてＴＨＦを用い、流速１．０ｍＬ／分で、３５℃にて作動させた。ワイアットドー
ンＥＯＳ型（Wyatt DAWN EOS）多角度レーザー光散乱検出器（カリフォルニア州、サンタ
バーバラ（Santa Barbara）のワイアット・テクノロジー（Wyatt Technology）社）と組
み合わせた、島津サイエンティフィック（Shimadzu Scientific）ＲＩＤ－１０Ａ屈折率
検出器（メリーランド州コロンビア（Columbia）の島津サイエンティフィック（Shimadzu
 Scientific）社）を用いて、濃度変化が検出された。分子量の計算は、ワイアット（Wya
tt）社のアストラ（ASTRA）ソフトウェアを用いて、まず各サンプルのｄｎ／ｄｃを算出
し、次にこの値を用いて分子量を算出することによって達成された。結果は、Ｍｗ（重量
平均分子量）、及びＭｎ（数平均分子量）として表現される。
【００６７】
　ＰＩＭ１の調製
　ＰＩＭ材料は、バド（Budd）ら「アドバンスト・マテリアルズ（Advanced Materials）
」、２００４年、第１６巻、第５号、４５６～４５９頁に報告される手順に一般的に従っ
て、モノマー、５，５’，６，６’－テトラヒドロキシ－３，３，３’，３’－テトラメ
チル－１，１’－スピロビスインダン、及びテトラフルオロテレフタロニトリルから調製
された。１９．３１グラムの５，５’，６，６’－テトラヒドロキシ－３，３，３’，３
’－テトラメチル－１，１’－スピロビスインダンが、１１．３４グラムのテトラフルオ
ロテレフタロニトリル、４７．０２ｇの炭酸カリウム、及び５００ミリリットルのＮ，Ｎ
－ジメチルホルムアミドと組み合わされ、混合物を６５℃で４８時間反応させた。得られ
たポリマーを、テトラヒドロフラン内に融解させ、メタノールから３回沈殿させ、次に室
温の真空下で乾燥させた。光散乱検出を使用するゲル透過クロマトグラフィー分析によっ
て決定した際に、およそ９５，０００の重量平均分子量、及びおよそ６４，３００の数平
均分子量を有する黄色い固体生成物が得られた。
【００６８】
　ＰＩＭ２の調製
　ＰＩＭ材料は、ＰＩＭ１に関して記載された、同じ一般的な手順に従って調製された。
１９．３１グラムの５，５’，６，６’－テトラヒドロキシ－３，３，３’，３’－テト
ラメチル－１，１’－スピロビスインダンが、１１．３４ｇのテトラフルオロテレフタロ
ニトリル、４７．０２ｇの炭酸カリウム、及び５００ミリリットルのＮ，Ｎ－ジメチルホ
ルムアミドと組み合わされ、混合物を６５℃で４８時間反応させた。得られたポリマーを
、テトラヒドロフラン内に融解させ、メタノールから３回沈殿させ、次に室温の真空下で
乾燥させた。光散乱検出を使用するゲル透過クロマトグラフィー分析によって決定した際
に、およそ１０９，０００の重量平均分子量、及びおよそ７３，６００の数平均分子量を
有する黄色い固体生成物が得られた。
【００６９】
　ＰＩＭ３の調製
　ＰＩＭ材料は、ＰＩＭ１に関して記載された、同じ一般的な手順に従って調製された。
５．６２グラムの５，５’，６，６’－テトラヒドロキシ－３，３，３’，３’－テトラ
メチル－１，１’－スピロビスインダンが、３．３０ｇのテトラフルオロテレフタロニト
リル、１３．６８ｇの炭酸カリウム、及び１５０ミリリットルのＮ，Ｎ－ジメチルホルム
アミドと組み合わされ、混合物を６５℃で６２時間反応させた。得られたポリマーを、テ
トラヒドロフラン内に融解させ、メタノールから２回沈殿させ、次に室温の真空下で乾燥
させた。光散乱検出を使用するゲル透過クロマトグラフィー分析によって決定した際に、
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およそ６５，３００の重量平均分子量、及びおよそ３５，６００の数平均分子量を有する
黄色い固体生成物が得られた。
【００７０】
　ＰＩＭ４の調製
　ＰＩＭ材料は、ＰＩＭ１に関して記載された同じ一般的な手順に従って調製されたが、
ただし、再結晶させた５，５’，６，６’－テトラヒドロキシ－３，３，３’，３’－テ
トラメチル－１，１’－スピロビスインダンを使用した。重合における使用の前に、アル
ドリッチ（Aldrich）から購入した５，５’，６，６’－テトラヒドロキシ－３，３，３
’，３’－テトラメチル－１，１’－スピロビスインダンをＴＨＥ／ヘプタン（１．２：
１）から再結晶させた。３３．４４グラムの再結晶させた５，５’，６，６’－テトラヒ
ドロキシ－３，３，３’，３’－テトラメチル－１，１’－スピロビスインダン、及び１
９．８０ｇのテトラフルオロテレフタロニトリルを９００ｍＬの無水Ｎ，Ｎ－ジメチルホ
ルムアミド内に溶解させた。窒素を、攪拌される溶液中で、１時間バブリングした。８１
．４５グラムの炭酸カリウムをモノマー溶液に加えた。得られる混合物を、６７℃で、６
７．５時間、激しく攪拌した。得られたポリマーを、テトラヒドロフラン内に融解させ、
メタノールから２回沈殿させ、次に６５℃の真空下で乾燥させた。光散乱検出を使用する
ゲル透過クロマトグラフィー分析によって決定した際に、およそ５８，９００の重量平均
分子量、及びおよそ３５，８００の数平均分子量を有する黄色い固体生成物が得られた。
【００７１】
　サンプル１の調製
　清浄化されたガラスの断片（２．５ｃｍ×２．５ｃｍ）が、１．３ｍＰａ（１×１０－

５トール）の基本圧力で動作するＣＨＡインダストリーズ（CHA Industries）マーク－５
０蒸発器、及びＡ－２０４９号アルミニウムペレット（９９．９９５％純度、６×６ｍｍ
、セラック（Cerac）社から）を使用して、アルミニウムの連続的な（パターンを有さな
い）コーティングでコーティングされた。アルミニウムコーティングは、１５オングスト
ローム／秒の割合で堆積された。最終的な厚さは１００ｎｍであった。ダイヤモンドチッ
プペンを使用して、一方の縁部からおよそ５ｍｍでアルミニウム処理したガラスに切り目
を入れた。切り目を入れたアルミニウム処理されたガラスの断片は、サンプルの縁部の周
囲全体に、マスクされたアルミニウム表面の縁が存在するように、５ｃｍ×５ｃｍのガラ
スの断片にテープで留められた。マスクされた領域が、切り目の線から更に２ｍｍである
ように注意が払われた。クロロベンゼンのＰＩＭ１、４重量％溶液が調製され、ペンシル
ベニア州ノースウェールズ（North Wales）の、ローレル・テクノロジーズ（Laurell Tec
hnologies）社によって製造される、ＷＳ－４００Ｂ－８ＮＰＰ－ライトシングルウエフ
ァース（Lite Single Wafer）ピンプロセッサを使用して、１２００ｒｐｍで２分間にわ
たり、マスクされたサンプル上へとスピンコーティングされた。第２電極は、アドバンス
ト・ナノ・プロダクツ（Advanced Nano Products）社（韓国）から商標名シルバージェッ
ト（Silverjet）ＤＧＰ－４０ＬＴ－２５Ｃから入手可能な、銀ナノ粒子懸濁液（メタノ
ール中に懸濁され、３０ｎｍ平均粒径）を使用して作製された。この受容されたままの懸
濁液が０．５ｇの量で、１ミリリットルのメタノールと混合された。希釈された銀ナノ粒
子懸濁液は、１０００ｒｐｍで２分間、ＰＩＭフィルム上にスピンコーティングされた。
マスクされたサンプルからテープが取り除かれ、サンプルは、従来的な乾燥炉で、１５０
℃で３時間にわたって加熱された。予め作製されたマスクをサンプルに取り付けることに
より、一連の１ｍｍ幅×４ｍｍ長さのアルミニウムタブが、サンプルの切り目の線に最も
近い側に作製され、それによって、アルミニウムタブが、第２電極を下部アルミニウム電
極に接続した。カート・レスカー真空システム内で、０．１３ｍＰａ（１×１０－６トー
ル）の基本圧力で、アルミニウム蒸発が実行された。アルファ・エーザ（Alfa Aesar）か
ら購入された純度９９．９９９％のアルミニウムが、５オングストローム／秒の割合で、
タングステンボートから熱的に蒸発された。最終的な厚さは１００ｎｍであった。この手
順は、したがって、連続的なアルミニウムを含む第１電極を有するガラス（支持）層を提
供し、これに動作回路を接触させることができる。ＰＩＭ材料（およそ６００ｎｍ厚さ）
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を含む検体応答性誘電体層が、アルミニウム誘電体の上にあった。微視的に非連続的な（
したがって検体透過性の）銀層（およそ３００ｎｍ厚さ）を含む第２電極が、ＰＩＭ材料
の上にあった。この第２電極は、アルミニウムタブによってより小さいアルミニウムコー
ティングされた領域と接触し、その結果、第２電極は、回路をより小さいアルミニウムコ
ーティングされた領域に取り付けることによって動作回路に接続されることができた。
【００７２】
　サンプル２の調製
　清浄化されたガラスの断片が、サンプル１について記載されたように、アルミニウムで
コーティングされ、切り目を入れられ、ＰＩＭ１でコーティングされた。マスクされたサ
ンプルからテープが取り除かれ、サンプルが従来的な乾燥炉で、１５０℃で１時間にわた
って加熱された。パターンを有する第２電極が、ＰＩＭ材料の上にインクジェット印刷さ
れて、このサンプルの作製を完了した。第２電極をインクジェット印刷するために、ビッ
トマップイメージ（インチ当たり７０２ドット）が、アドビ・フォトショップ（Adobe Ph
otoshop）内に作製され、次にＸＹ堆積システム（XY deposition system）にダウンロー
ドされた。銀を堆積するために使用されるプリントヘッドは、１０ｐＬの液滴容積、及び
１２８ジェット／開口部を有するディマティックス（Dimatix）ＳＸ３－１２８プリント
ヘッドであり、プリントヘッドアセンブリはおよそ６．５ｃｍ長さであり、ジェットとジ
ェットの間隔は約５０８マイクロメートルであった。この電極を作製するために使用され
る銀ナノ粒子ゾルは、カボット（Cabot）社から、商標名ＡＧ－ＩＪ－Ｇ－１００－Ｓ１
で得られた。この銀ナノ粒子ゾルはおよそ１５～４０重量％エタノール、１５～４０重量
％エチレングリコール、及び２０重量％銀であった。サンプルは、多孔質アルミニウム真
空プラテンの使用により、インクジェット印刷プロセスの間、しっかりと固定された。印
刷を完成した際に、サンプルが多孔質アルミニウム真空プラテンから取り除かれ、サーモ
ライン（Thermolyne）熱版上に１２５℃で１５分間にわたって配置された。
【００７３】
　インクジェット印刷された銀電極は櫛上のパターンを含み、これは、一方の縁部から線
が延びる中実の矩形からなっていた。印刷された電極の矩形部分は、矩形の一部がより小
さいアルミニウムコーティングされた領域の一部の上にあるように（ワイヤーをより小さ
いアルミニウムコーティングされた領域に取り付けることによって、上部電極との電気的
接触が達成され得るように）位置付けられ、第２の印刷された電極の残部がＰＩＭ材料の
上にあった。電極上の線は、およそ８．３ｍｍ長さ、及びおよそ１０２マイクロメートル
幅であるように設計された。線の間の空隙は、およそ１５２マイクロメートルであるよう
に設計された（これらの寸法は全て、ビットマップイメージの公称直径であり、実際の「
印刷された」寸法ではないことに留意するべきである）。
【００７４】
　この手順は、連続的なアルミニウムを含む第１電極を有するガラス支持層を提供した。
ＰＩＭ材料を含む検体応答性誘電体層がアルミニウム電極の上にあり、櫛状パターンの、
銀層を含む第２電極がＰＩＭ層の上に存在した。動作回路は、サンプル１に関して記載さ
れたものと同様の方法で、電極に取り付けることができた。
【００７５】
　サンプル３の調製
　交互配置電極変換器は、ポリイミド支持層（厚さおよそ５２マイクロメートル）上に銅
を蒸着（およそ４３マイクロメートルの厚さ）することによって作製された。電極は、導
電性リードに接続された、０．５ｃｍ×０．５ｃｍの寸法の、交互配置櫛状パターンを含
んだ。電極線は、およそ２０マイクロメートルの幅、及びおよそ４０マイクロメートルの
ピッチを有した。交互配置変換器は、変換器の２つの端部がテープで覆われ、テープの断
片の１つが導電性リードを完全に覆うように、５ｃｍ×５ｃｍのガラスの断片にテープで
留められた。クロロベンゼン中のＰＩＭ１、４重量％溶液（上記のように調製される）が
、マスクされたサンプル上に２５００ｒｐｍで２分間にわたってスピンコーティングされ
た。テープがマスクされたサンプルから取り除かれた。この手続きはしたがって、第１及
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び第２の交互に配置された銅電極を有するポリイミド支持層を提供した。およそ４００ｎ
ｍ厚さのＰＩＭ材料を含む、検体応答性誘電体層が、交互配置電極の上にあった。
【００７６】
　サンプル４の調製
　交互配置電極変換器が、ポリマー支持層に金を蒸着させることによって作製された。金
は次に、導電性リードに接続される、１．２ｃｍ×１．０ｃｍの寸法の交互配置櫛状パタ
ーンを含むように、フォトリソグラフ的に画定された。電極線はおよそ３２０マイクロメ
ートルのピッチを有した。交互配置変換器は、変換器の２つの端部がテープで覆われ、テ
ープの断片の１つが導電性リードを完全に覆うように、５ｃｍ×５ｃｍのガラスの断片に
テープで留められた。クロロベンゼン中のＰＩＭ２、４重量％溶液（上記のように調製さ
れる）が、マスクされたサンプル上に１２００ｒｐｍで２分間にわたってスピンコーティ
ングされた。マスクされたサンプルからテープが取り除かれ、サンプルが従来的な乾燥炉
内で、１００℃で１時間にわたって加熱された。この手順はしたがって、第１及び第２の
交互に配置された金電極を有するポリマー支持層を提供した。およそ４００ｎｍ厚さのＰ
ＩＭ材料を含む、検体応答性誘電体層が、交互配置電極の上にあった。
【００７７】
　サンプル５の調製
　交互配置電極変換器が、ポリマー支持層に金を蒸着させることによって作製された。金
は次に、導電性リードに接続される、１．２ｃｍ×１．０ｃｍの寸法の交互配置櫛状パタ
ーンを含むように、フォトリソグラフ的に画定された。電極線はおよそ１２０マイクロメ
ートルのピッチを有した。交互配置変換器は、変換器の２つの端部がテープで覆われ、テ
ープの断片の１つが導電性リードを完全に覆うように、５ｃｍ×５ｃｍのガラスの断片に
テープで留められた。クロロベンゼン中のＰＩＭ２、４重量％溶液（上記のように調製さ
れる）が、マスクされたサンプル上に１２００ｒｐｍで２分間にわたってスピンコーティ
ングされた。マスクされたサンプルからテープが取り除かれ、サンプルが従来的な乾燥炉
内で、１００℃で１時間にわたって加熱された。この手順はしたがって、第１及び第２の
交互に配置された金電極を有するポリマー支持層を提供した。およそ４００ｎｍ厚さのＰ
ＩＭ材料を含む、検体応答性誘電体層が、交互配置電極の上にあった。
【００７８】
　サンプル６の調製
　交互配置電極変換器が、ポリマー支持層に金を蒸着させることによって作製された。金
は次に、導電性リードに接続される、１．２ｃｍ×１．０ｃｍの寸法の交互配置櫛状パタ
ーンを含むように、フォトリソグラフ的に画定された。電極線はおよそ８０マイクロメー
トルのピッチを有した。交互配置変換器は、変換器の２つの端部がテープで覆われ、テー
プの断片の１つが導電性リードを完全に覆うように、５ｃｍ×５ｃｍのガラスの断片にテ
ープで留められた。クロロベンゼン中のＰＩＭ２、４重量％溶液（上記のように調製され
る）は、マスクされたサンプル上に１２００ｒｐｍで２分間にわたってスピンコーティン
グされた。マスクされたサンプルからテープが取り除かれ、サンプルが従来的な乾燥炉内
で、１００℃で１時間にわたって加熱された。この手順はしたがって、第１及び第２の交
互に配置された金電極を有するポリマー支持層を提供した。およそ４００ｎｍ厚さのＰＩ
Ｍ材料を含む、検体応答性誘電体層が、交互配置電極の上にあった。
【００７９】
　サンプル７の調製
　交互配置電極変換器が、ポリマー支持層に金を蒸着させることによって作製された。金
は次に、導電性リードに接続される、１．２ｃｍ×１．０ｃｍの寸法の交互配置櫛状パタ
ーンを含むように、フォトリソグラフ的に画定された。電極線はおよそ４０マイクロメー
トルのピッチを有した。交互配置変換器は、変換器の２つの端部がテープで覆われ、テー
プの断片の１つが導電性リードを完全に覆うように、５ｃｍ×５ｃｍのガラスの断片にテ
ープで留められた。クロロベンゼン中のＰＩＭ２の４重量％溶液（上記のように調製され
る）が、マスクされたサンプル上に、１２００ｒｐｍで２分間にわたってスピンコーティ
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ングされた。マスクされたサンプルからテープが取り除かれ、サンプルが従来的な乾燥炉
内で、１００℃で１時間にわたって加熱された。この手順はしたがって、第１及び第２の
交互に配置された金電極を有するポリマー支持層を提供した。およそ４００ｎｍ厚さのＰ
ＩＭ材料を含む、検体応答性誘電体層が、交互配置電極の上にあった。
【００８０】
　サンプル８の調製
　金コーティングされたポリ（エチレンテレフタレート）（ＰＥＴ）（デラウェア州、ウ
ィルミントン、Ｅ．Ｉ．デュポン・デ・ネモース・アンド・カンパニー（DuPont de Nemo
urs and Company）、ＳＴ５０４）基材が、２０オングストロームのクロミウム、続いて
１００ｎｍの金を熱蒸発（ニュージャージー州、ムーアズタウン（Moorestown）デントン
・バキューム（Denton Vacuum）ＤＶ－５０２Ａ）させることによって調製された。
【００８１】
　エラストマースタンプを成形するために使用されるマスターツールは、フォトリソグラ
フィーを使用して、１０ｃｍ直径シリコンウェファー上にフォトレジスト（ペンシルバニ
ア州、フィラデルフィア（Philadelphia）の、ローム・アンド・ハース・カンパニー（Ro
hm and Haas Company）、シプレー（Shipley）１８１８）のパターンを調製することによ
って生じる。エラストマースタンプは、未硬化ポリ（ジメチルシロキサン）が（ミシガン
州、ミッドランド（Midland）のダウ・コーニング（Dow Corning）、シルガード（Sylgar
d）（商標）１８４、ＰＤＭＳ）を、ツールに、およそ３．０ｍｍの厚さまで注ぐことに
よって、マスターツールに対して成形された。マスターと接触する未硬化シリコーンは、
真空に曝露することによって脱気され、その後７０℃で２時間にわたって硬化された。マ
スターツールから取り出した後、ＰＤＭＳスタンプは、およそ１．８マイクロメートルの
高さで隆起した形状を含む、レリーフパターンを付与された。このスタンプで、およそ３
マイクロメートルの幅、及びおよそ１０マイクロメートルのピッチを有する、交互配置電
極変換器が製造された。
【００８２】
　交互配置電極変換器を作製するために、構造化されたスタンプは、その後部（レリーフ
パターンを有さない平坦な表面）をエタノール中の１０ｍＭオクタデシルチオール（マサ
チューセッツ州、ウェルズリーヒルズ（Wellesley Hills）、ＴＣＩアメリカ（TCI AMERI
CA）、「ＯＤＴ」Ｏ０００５）の溶液と２０時間接触させることによって、インクを塗布
された。金コーティングされたＰＥＴフィルムは、まずフィルムサンプルの縁部をスタン
プ表面に接触させ、次におよそ３．０ｃｍの直径を有するローラーを使用し、フィルムを
スタンプにわたってロールで接触させることによって、スタンプのレリーフパターンを有
する表面（この面を上に向けた）に接触させた。次に金コーティングされたＰＥＴフィル
ムを、スタンプと２０秒間接触させたままにし、これによってパターンを有するチオール
の自己組織化単分子膜（ＳＡＭ）を金の表面上に配置した。金コーティングされたＰＥＴ
フィルムは次に、スタンプから剥がされた。印刷されたパターンを有する金コーティング
されたＰＥＴフィルムは、次に、選択的エッチング及び金属パターニングのために、５０
秒間にわたって、エッチング溶液に浸された。エッチング液は、１．０グラムのチオ尿素
（ミズーリ州、セントルイス（St. Louis）、シグマ・アルドリッチ（Sigma-Aldrich）、
Ｔ８６５６）、０．５４ミリリットルの濃縮塩酸（ニュージャージー州、ギッブスタウン
（Gibbstown）、ＥＭＤケミカル（EMD Chemicals）、ＨＸ０６０３－７５）、０．５ミリ
リットルの過酸化水素水（ニュージャージー州、フィリップスバーグ（Phillipsburg）、
マリンクロート・ベーカー（Mallinckrodt Baker）５２４０－０５、３０％）、及び２１
グラムの脱イオン水を含む。金をパターンエッチングした後、２．５グラムの過マンガン
酸カリウム（ニュージャージー州、ギッブスタウン（Gibbstown）、ＥＭＤケミカルズ（E
MD Chemicals）、ＰＸ１５５１－１）、４グラムの水酸化カリウム（ミズーリ州、セント
ルイス（St. Louis）、シグマ・アルドリッチ（Sigma-Aldrich）、４８４０１６）及び１
００ミリリットルの脱イオン水の溶液を使用して、残りのクロムがエッチングされた。交
互配置変換器は、変換器の２つの端部がテープで覆われ、テープの断片の１つが導電性リ
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ードを完全に覆うように、５ｃｍ×５ｃｍのガラスの断片にテープで留められた。クロロ
ベンゼン中のＰＩＭ２、４重量％溶液（上記のように調製される）が、マスクされたサン
プル上に１２００ｒｐｍで２分間にわたってスピンコーティングされた。マスクされたサ
ンプルからテープが取り除かれ、サンプルが従来的な乾燥炉内で、１００℃で１時間にわ
たって加熱された。この手続きはしたがって、第１及び第２の交互に配置された金電極を
有するポリマー支持層を提供した。およそ４００ｎｍ厚さのＰＩＭ材料を含む、検体応答
性誘電体層が、交互配置電極の上にあった。
【００８３】
　サンプル９の調製
　マスクを使用し、清浄化されたガラスの断片（２．５ｃｍ×２．５ｃｍ）の１．２ｃｍ
×２．０ｃｍの角部が、まず１０ｎｍのチタンと続く１００ｎｍのアルミニウムの連続的
な（パターンを有さない）コーティングにより、サンプル１の調製において上記された装
置を用いて蒸気でコーティングされた。ＰＩＭ３のクロロベンゼン溶液が使用されて、ガ
ラス断片上全体に７５０ｎｍ厚さの層をスピンコーティングした。少量のアセトンを含む
スワブを使用して、ＰＩＭ層を取り除き、動作回路への接続のために、下部アルミニウム
電極の小さな角部を曝露した。サンプル２の調製において上記されたインクジェット印刷
方法を使用して、銀ナノ粒子ゾル（カボット（Cabot）ＡＧ－ＩＪ－Ｇ－１００－Ｓ１）
の０．９ｃｍ×１．５ｃｍの矩形がＰＩＭ層の上部に印刷され、矩形の０．９ｃｍ×１．
０ｃｍの部分のみが下部アルミニウム電極の真上にあるように位置付けられた。印刷を完
成した際に、サンプルが、サーモライン（Thermolyne）熱版上に１２５℃で１５分間にわ
たって配置された。上部電極に接続するための能力を改善するために、上部のインクジェ
ット印刷された電極を、アドバンスト・ナノ・プロダクツ（Advanced Nano Products）社
、銀ナノ粒子懸濁液（アドバンスト・ナノ・プロダクツ（Advanced Nano Products）社か
らの、シルバージェットＤＧＰ－４０ＬＴ－２５Ｃ）を使用して厚くした（下部アルミニ
ウム電極の真上にない領域のみ）。この厚くする工程は、単にペイントブラシを使用して
所望の領域上にナノ粒子懸濁液を塗布することによって、達成された。厚くする工程の後
、サンプルは、従来的な乾燥炉内で、１５０℃で１時間にわたって乾燥された。この手順
は、連続的なアルミニウムを含む第１電極を有するガラス支持層を提供した。ＰＩＭ材料
を含む検体応答性誘電体層が、アルミニウム電極の上にあり、微視的に非連続的な（した
がって、検体透過性の）銀層を含む第２電極がＰＩＭ層の上に存在した。動作回路は、サ
ンプル１に関して記載されたものと同様の方法で、電極に取り付けることができた。
【００８４】
　サンプル１０の調製
　マスクを使用し、清浄化されたガラスの断片（２．５ｃｍ×２．５ｃｍ）の１．２ｃｍ
×２．０ｃｍの角部が、まず１０ｎｍのチタンと続く１００ｎｍのアルミニウムの連続的
な（パターンを有さない）コーティングにより、サンプル１の調製において上記された装
置を用いて蒸気でコーティングされた。ＰＩＭ４のクロロベンゼン溶液が使用されて、ガ
ラス断片上全体に４００ｎｍ厚さの層をスピンコーティングした。少量のアセトンを含む
スワブを使用して、ＰＩＭ層を取り除き、動作回路への接続のために、下部アルミニウム
電極の小さな角部を曝露した。サンプル２の調製において上記されたインクジェット印刷
方法を使用して、銀ナノ粒子ゾル（カボット（Cabot）ＡＧ－ＩＪ－Ｇ－１００－Ｓ１）
の０．９ｃｍ×１．５ｃｍの矩形がＰＩＭ層の上部に印刷され、矩形の０．９ｃｍ×１．
０ｃｍの部分のみが下部アルミニウム電極の真上にあるように位置付けられた。印刷を完
成した際に、サンプルが、サーモライン（Thermolyne）熱版上に１２５℃で１５分間にわ
たって配置された。上部電極に接続するための能力を改善するために、上部のインクジェ
ット印刷された電極を、アドバンスト・ナノ・プロダクツ（Advanced Nano Products）社
、銀ナノ粒子懸濁液（アドバンスト・ナノ・プロダクツ（Advanced Nano Products）社か
らの、シルバージェットＤＧＰ－４０ＬＴ－２５Ｃ）を使用して厚くした（下部アルミニ
ウム電極の真上にない領域のみ）。この厚くする工程は、単にペイントブラシを使用して
所望の領域上にナノ粒子懸濁液を塗布することによって、達成された。厚くする工程の後
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、サンプルは、従来的な乾燥炉内で、１５０℃で１時間にわたって乾燥された。この手順
は、連続的なアルミニウムを含む第１電極を有するガラス支持層を提供した。ＰＩＭ材料
を含む検体応答性誘電体層が、アルミニウム電極の上にあり、微視的に非連続的な（した
がって、検体透過性の）銀層を含む第２電極がＰＩＭ層の上に存在した。動作回路は、サ
ンプル１に関して記載されたものと同様の方法で、電極に取り付けることができた。
【００８５】
　サンプル１の試験
　測定のために、単純な貫流特注デリバリーシステムを使用して既知の濃度のアセトンを
サンプルに供給した。デリバリーシステム全体にわたって、テフロンチューブを使用した
。液体形態のアセトンを含む容器にわたって窒素が散布され、アセトンで飽和した窒素気
流を提供するために、低温に維持された。液体アセトンが、フィッシャー・サイエンティ
フィック（Fisher Scientific）社からの冷却装置を使用して低温に維持され、アセトン
の飽和気流をつくるために、冷却装置を維持するべき温度は、蒸気圧のハンドブック（Ha
ndbook of Vapor Pressure）（ヨーズ（Yaws）Ｃ．Ｉ．ガルフ出版（Gulf Publishing）
、ヒューストン（Houston）、１９９４年）を使用して算出された。飽和した気体アセト
ン流は、一連の流量制御装置を使用して、追加の窒素で希釈された。気流中のアセトンの
濃度は、赤外線分光計（マサチューセッツ州、ウォルサム（Waltham）の、サーモエレク
トロン（Thermo Electron）から、商標名ミランサファイア（Miran Sapphire）で入手可
能）の使用によって検量された。気体アセトン流が、サンプル１を含むサンプルチャンバ
（制御された温度に維持される）内に導入された。サンプルの第１及び第２電極が、ワニ
口クリップを使用して、ＬＣＲメーター（カリフォルニア州、チノ（Chino）のインステ
ック・アメリカ（Instek America）社から、商標名インステック（Insted）モデル８２１
　ＬＣＲメーターで入手可能）を含む動作回路に接続された。サンプルのキャパシタンス
（ナノファラッドで）の変化は、蒸気試験（図４に示される）の経過全体において、特定
の時間間隔で、１０キロヘルツの周波数で監視された。
【００８６】
　サンプルがまず、周囲条件（室内空気、およそ５８％相対湿度）におけるサンプルの初
期キャパシタンスを測定するために、密閉されていない試験チャンバ内に配置された。次
にサンプルは、時間＝０から初め、乾燥窒素（およそ８％相対湿度、及び２０℃）に曝露
された。試験チャンバは次に密閉され、３９４ｐｐｍのアセトンを含む気体窒素流が、第
１の時間にわたって、試験チャンバ内に導入された。次に試験チャンバが、乾燥窒素環境
に戻された。３９４ｐｐｍのアセトンへの曝露を更に２度繰り返し、サンプルは、各アセ
トンへの曝露の後に、アセトンを含まない乾燥窒素気流に曝露された。最後に乾燥窒素に
曝露した後、サンプルは、９１５ｐｐｍのアセトンを含む乾燥窒素気流に曝露された。一
定時間の後、アセトンの濃度は６５１ｐｐｍまで、次に３９４ｐｐｍまで、次に１３３ｐ
ｐｍまで、段階的に低減された。その後、サンプルは乾燥窒素に曝露された。試験チャン
バが次に開かれ、サンプルは周囲条件（空気、５１％相対湿度）に曝露された。
【００８７】
　サンプル２の試験
　サンプル２（上記のように調製される）は、サンプル１に関して記載されたものと同じ
段取りを使用して試験された。サンプルのキャパシタンス（ナノファラッドで）の変化は
、蒸気試験（図５に示される）の経過全体において、特定の時間間隔で、１０キロヘルツ
の周波数で監視された。試験の最初に、サンプルが周囲室内条件（空気、およそ６４％相
対湿度）におけるサンプルの初期キャパシタンスを測定するために、密閉されていない試
験チャンバ内に配置された。サンプルは次に、乾燥窒素（およそ８％相対湿度、２０℃）
に曝露された。試験チャンバは密閉され、３９４ｐｐｍのアセトンを含む乾燥窒素気流が
、試験チャンバ内に導入された。次に試験チャンバが、乾燥窒素環境に戻された。３９４
ｐｐｍのアセトンへの曝露が更に二度繰り返され、その度、続いて乾燥窒素に曝露された
。その後、サンプルは、１３３、３９４、６５１、及び９１５ｐｐｍを含む、一連の窒素
気流に曝露され、サンプルは、各曝露の間にアセトンを含まない乾燥窒素環境に戻された
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。最後に乾燥窒素に曝露した後、サンプルは、９１５ｐｐｍのアセトンを含む乾燥窒素気
流に曝露された。一定時間の後、アセトンの濃度は６５１ｐｐｍまで、次に３９４ｐｐｍ
まで、次に１３３ｐｐｍまで、段階的に低減された。その後、サンプルは乾燥窒素に曝露
された。試験チャンバが次に開かれ、サンプルは周囲条件（空気、６４％相対湿度）に曝
露された。
【００８８】
　サンプル３の試験
　サンプル３（上記のように調製される）は、サンプル１に関して記載されたものと同じ
段取りを使用して試験された。サンプルのキャパシタンス（ピコファラッドで）の変化は
、試験（図６に示される）の間、特定の時間間隔で、２０キロヘルツの周波数で監視され
た。蒸気試験の最初に、サンプルが周囲室内条件（空気、４０％相対湿度、図６に図示さ
れない）におけるサンプルの初期キャパシタンスを測定するために、密閉されていない試
験チャンバ内に配置された。サンプルは次に、乾燥窒素（８％相対湿度、２０℃）に曝露
された。試験チャンバは密閉され、１３３ｐｐｍのアセトンを含む乾燥窒素気流が、試験
チャンバ内に導入された（図６において、乾燥窒素への曝露と１３３ｐｐｍアセトンへの
曝露との間のピークはアーティファクトであった）１３３ｐｐｍアセトンでの一定時間の
後、アセトンの濃度は、３９４ｐｐｍまで増加された。３９４ｐｐｍアセトンでの一定時
間の後、アセトンの濃度は、６５１ｐｐｍまで増加された。６５１ｐｐｍアセトンでの一
定時間の後、アセトンの濃度は、９１５ｐｐｍまで増加された。その後、サンプルは乾燥
窒素に曝露された。試験チャンバが次に開かれ、サンプルは周囲条件（空気、４０％相対
湿度）に曝露された。
【００８９】
　サンプル４の試験
　サンプル４（上記のように調製される）は、サンプル１に関して記載されたものと同じ
段取りを使用して試験された。サンプルのキャパシタンス（ピコファラッドで）の変化は
、試験（図７に示される）の間、特定の時間間隔で、１０キロヘルツの周波数で監視され
た。試験の最初に、サンプルが周囲室内条件（空気、およそ５０％相対湿度）におけるサ
ンプルの初期キャパシタンスを測定するために、密閉されていない試験チャンバ内に配置
された。試験チャンバが密閉され、サンプルは次に乾燥窒素（およそ８％相対湿度、２０
℃）に曝露された。１３３ｐｐｍのアセトンを含む乾燥窒素気流が、次に試験チャンバ内
に導入された。次に試験チャンバが、乾燥窒素環境に戻された。１３３ｐｐｍのアセトン
への曝露が繰り返され、続いて乾燥窒素に曝露された。３９４ｐｐｍのアセトンを含む乾
燥窒素気流が、次に試験チャンバ内に導入された。試験チャンバが次に乾燥窒素環境に戻
された。３９４ｐｐｍのアセトンへの曝露が繰り返され、続いて乾燥窒素に曝露された。
乾燥窒素に曝露した後、サンプルは次に６５１ｐｐｍのアセトンを含む乾燥窒素気流に曝
露された。一定時間の後、アセトンの濃度は３９４ｐｐｍまで、次に１３３ｐｐｍまで、
段階的に低減された。その後、サンプルは乾燥窒素に曝露された。
【００９０】
　サンプル５の試験
　サンプル５（上記のように調製される）は、サンプル１に関して記載されたものと同じ
段取りを使用して試験された。サンプルのキャパシタンス（ピコファラッドで）の変化は
、試験（図８に示される）の間、特定の時間間隔で、１０キロヘルツの周波数で監視され
た。試験の最初に、サンプルが周囲室内条件（空気、およそ５２％相対湿度）におけるサ
ンプルの初期キャパシタンスを測定するために、密閉されていない試験チャンバ内に配置
された。チャンバが密閉され、サンプルは次に乾燥窒素（およそ８％相対湿度、２０℃）
に曝露された。１３３ｐｐｍのアセトンを含む乾燥窒素気流が、次に試験チャンバ内に導
入された。次に試験チャンバが、乾燥窒素環境に戻された。１３３ｐｐｍのアセトンへの
曝露が繰り返され、続いて乾燥窒素に曝露された。３９４ｐｐｍのアセトンを含む乾燥窒
素気流が、次に試験チャンバ内に導入された。試験チャンバが次に乾燥窒素環境に戻され
た。３９４ｐｐｍのアセトンへの曝露が繰り返され、続いて乾燥窒素に曝露された。乾燥
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窒素に曝露した後、サンプルは次に６５１ｐｐｍのアセトンを含む乾燥窒素気流に曝露さ
れた。一定時間の後、アセトンの濃度は３９４ｐｐｍまで、次に１３３ｐｐｍまで、段階
的に低減された。その後、サンプルは乾燥窒素に曝露された。試験チャンバが次に開かれ
、サンプルは周囲条件（空気、５０％相対湿度）に曝露された。
【００９１】
　サンプル６の試験
　サンプル６（上記のように調製される）は、サンプル１に関して記載されたものと同じ
段取りを使用して試験された。サンプルのキャパシタンス（ピコファラッドで）の変化は
、試験（図９に示される）の間、特定の時間間隔で、１０キロヘルツの周波数で監視され
た。試験の最初に、サンプルが周囲室内条件（空気、およそ７１％相対湿度）におけるサ
ンプルの初期キャパシタンスを測定するために、密閉されていない試験チャンバ内に配置
された。試験チャンバが密閉され、サンプルは次に乾燥窒素（およそ８％相対湿度、２０
℃）に曝露された。１３３ｐｐｍのアセトンを含む乾燥窒素気流が、次に試験チャンバ内
に導入された。次に試験チャンバが、乾燥窒素環境に戻された。１３３ｐｐｍのアセトン
への曝露が繰り返され、続いて乾燥窒素に曝露された。３９４ｐｐｍのアセトンを含む乾
燥窒素気流が、次に試験チャンバ内に導入された。試験チャンバが次に乾燥窒素環境に戻
された。３９４ｐｐｍのアセトンへの曝露が繰り返され、続いて乾燥窒素に曝露された。
乾燥窒素に曝露した後、サンプルは次に６５１ｐｐｍのアセトンを含む乾燥窒素気流に曝
露された。一定時間の後、アセトンの濃度は３９４ｐｐｍまで、次に１３３ｐｐｍまで、
段階的に低減された。その後、サンプルは乾燥窒素に曝露された。試験チャンバが次に開
かれ、サンプルは周囲条件（空気、７１％相対湿度）に曝露された。
【００９２】
　サンプル７の試験
　サンプル７（上記のように調製される）は、サンプル１に関して記載されたものと同じ
段取りを使用して試験された。サンプルのキャパシタンス（ピコファラッドで）の変化は
、試験（図１０に示される）の間、特定の時間間隔で、１０キロヘルツの周波数で監視さ
れた。試験の最初に、サンプルが周囲室内条件（空気、およそ７４％相対湿度）における
サンプルの初期キャパシタンスを測定するために、密閉されていない試験チャンバ内に配
置された。試験チャンバが密閉され、サンプルは次に乾燥窒素（およそ８％相対湿度、２
０℃）に曝露された。１３３ｐｐｍのアセトンを含む乾燥窒素気流が、次に試験チャンバ
内に導入された。次に試験チャンバが、乾燥窒素環境に戻された。１３３ｐｐｍのアセト
ンへの曝露が繰り返され、続いて乾燥窒素に曝露された。３９４ｐｐｍのアセトンを含む
乾燥窒素気流が、次に試験チャンバ内に導入された。試験チャンバが次に乾燥窒素環境に
戻された。３９４ｐｐｍのアセトンへの曝露が繰り返され、続いて乾燥窒素に曝露された
。乾燥窒素に曝露した後、サンプルは次に６５１ｐｐｍのアセトンを含む乾燥窒素気流に
曝露された。一定時間の後、アセトンの濃度は３９４ｐｐｍまで、次に１３３ｐｐｍまで
、段階的に低減された。その後、サンプルは乾燥窒素に曝露された。試験チャンバが次に
開かれ、サンプルは周囲条件（空気、７１％相対湿度）に曝露された。
【００９３】
　サンプル８の試験
　サンプル８（上記のように調製される）は、サンプル１に関して記載されたものと同じ
段取りを使用して試験された。サンプルのキャパシタンス（ピコファラッドで）の変化は
、試験（図１１に示される）の間、特定の時間間隔で、２００キロヘルツの周波数で監視
された。試験の最初に、サンプルが周囲室内条件（空気、およそ６６％相対湿度）におけ
るサンプルの初期キャパシタンスを測定するために、密閉されていない試験チャンバ内に
配置された。試験チャンバが密閉され、サンプルは次に乾燥窒素（およそ８％相対湿度、
２０℃）に曝露された。１３３ｐｐｍのアセトンを含む乾燥窒素気流が、次に試験チャン
バ内に導入された。次に試験チャンバが、乾燥窒素環境に戻された。１３３ｐｐｍのアセ
トンへの曝露が繰り返され、続いて乾燥窒素に曝露された。３９４ｐｐｍのアセトンを含
む乾燥窒素気流が、次に試験チャンバ内に導入された。試験チャンバが次に乾燥窒素環境
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に戻された。３９４ｐｐｍのアセトンへの曝露が繰り返され、続いて乾燥窒素に曝露され
た。乾燥窒素に曝露した後、サンプルは次に１３３ｐｐｍのアセトンを含む乾燥窒素気流
に曝露された。一定時間の後、アセトンの濃度は３９４ｐｐｍまで、次に６５１ｐｐｍま
で、段階的に増加された。６５１ｐｐｍのアセトンでの一定時間の後、アセトンの濃度は
３９４ｐｐｍまで、次に１３３ｐｐｍまで、段階的に低減された。その後、サンプルは乾
燥窒素に曝露された。試験チャンバが次に開かれ、サンプルは周囲条件（空気、６５％相
対湿度）に曝露された。
【００９４】
　サンプル９の試験
　サンプル９（上記のように調製される）は、サンプル１に関して記載されたものと同じ
段取りを使用して試験された。サンプルのキャパシタンス（ナノファラッドで）の変化は
、試験の間、特定の時間間隔で、１キロヘルツの周波数で監視された。図１２では、デー
タは、経時的なキャパシタンス比（ΔＣ／Ｃｏ）（絶対的キャパシタンスとは対照的に）
の変化としてプロットされる。サンプルが試験チャンバ内に配置され、試験チャンバが密
閉された。サンプルは次に乾燥窒素（およそ８％相対湿度、２０℃）に曝露された（図１
２には図示されない）。これらの乾燥窒素条件下におけるサンプルのキャパシタンスは、
実験全体を通じてＣｏ値として使用された。実験全体が２０℃の定温で行われ、したがっ
て相対湿度値は、この温度において算出された。サンプルは次に、１２％の相対湿度を含
む窒素気流に曝露された。一定時間の後、サンプルは、１２％相対湿度、及び５０ｐｐｍ
のアセトンを含む窒素気流に曝露された。相対湿度を１２％に維持しながら、アセトンの
濃度を、２５０、５００、及び１０００ｐｐｍへと、連続的に増加させた。試験チャンバ
は次に、１２％相対湿度の窒素環境へと戻された。一定時間の後、窒素気流の相対湿度は
、２４％まで増加された。サンプルは次に、２４％の一定相対湿度で、アセトンの濃度の
増加に連続的に曝露された（５０、２５０、５００、及び１０００ｐｐｍ）。試験チャン
バは次に、２４％相対湿度窒素環境に戻された。一定時間の後、窒素気流の相対湿度は、
３９％まで増加された。サンプルは次に、３９％の一定相対湿度で、アセトンの濃度の増
加に連続的に曝露された（５０、２５０、５００、及び１０００ｐｐｍ）。試験チャンバ
は次に、３９％相対湿度窒素環境に戻された。試験チャンバは次に、乾燥窒素環境（８％
相対湿度）へと戻された。一定時間の後、窒素気流の相対湿度は、５６％まで増加された
。サンプルは次に、５６％の一定相対湿度で、アセトンの濃度の増加に連続的に曝露され
た（５０、２５０、５００、及び１０００ｐｐｍ）。試験チャンバは次に、５６％相対湿
度窒素環境に戻された。一定時間の後、窒素気流の相対湿度は、７０％まで増加された。
サンプルは次に、７０％の一定相対湿度で、アセトンの濃度の増加に連続的に曝露された
（５０、２５０、５００、及び１０００ｐｐｍ）。試験チャンバは次に、７０％相対湿度
窒素環境に戻された。一定時間の後、窒素気流の相対湿度は、８８％まで増加された。サ
ンプルは次に、８８％の一定相対湿度で、アセトンの濃度の増加に連続的に曝露された（
５０、２５０、５００、及び１０００ｐｐｍ）。サンプルは次に、８８％の相対湿度で、
０ｐｐｍのアセトンを含む気体流に曝露された。サンプルは次に、乾燥窒素環境（８％相
対湿度）へと戻された。
【００９５】
　サンプル１０の試験
　サンプル１０（上記のように調製される）は、サンプル１に関して記載されたものと同
じ段取りを使用して試験された。サンプルのキャパシタンス（ナノファラッドで）の変化
は、試験の間、特定の時間間隔で、１キロヘルツの周波数で監視された。図１３では、デ
ータは、経時的なキャパシタンス比（ΔＣ／Ｃｏ）の変化としてプロットされる。サンプ
ルが試験チャンバ内に配置され、試験チャンバが密閉された。サンプルは次に、乾燥窒素
（およそ８％相対湿度、２０℃）に曝露された。これらの乾燥窒素条件下におけるサンプ
ルのキャパシタンスは、実験全体を通じてＣｏ値として使用された。５ｐｐｍのアセトン
を含む乾燥窒素気流が、試験チャンバ内に導入された。次に試験チャンバが、乾燥窒素環
境に戻された。サンプルは次に１０ｐｐｍのアセトンを含む乾燥窒素気流に曝露された。
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一定時間の後、アセトンの濃度は２０ｐｐｍまで増加された。その後、サンプルは、５０
、１００、２００、及び５００ｐｐｍのアセトンを含む、一連の窒素気流に曝露された。
サンプルは次に、乾燥窒素環境に戻された。（図１３の、２００と５００ｐｐｍのアセト
ンへの曝露の間におけるキャパシタンス比の低下は、検体の供給における問題によって生
じたアーティファクトである。）
【００９６】
　サンプル１１の試験
　サンプル２の調製に関して記載されたものと同様の方法で調製された新しいサンプルが
、サンプル１に関して記載されたものと同じ段取りを使用して、トルエンに対する反応に
ついて試験された。サンプルのキャパシタンス（ナノファラッドで）における変化は、試
験（図１４に示される）の間、特定の時間間隔で、１キロヘルツの周波数で監視された。
試験の最初に、サンプルが、周囲室内条件（空気、およそ２９％相対湿度）におけるサン
プルの初期キャパシタンスを測定するために、密閉されていない試験チャンバ内に配置さ
れた。試験チャンバが密閉され、サンプルは乾燥窒素（およそ８％相対湿度、２０℃）に
曝露された。１６ｐｐｍのトルエンを含む乾燥窒素気流が、次に試験チャンバ内に導入さ
れた。一定時間の後、トルエンの濃度は２６ｐｐｍまで増加された。その後サンプルは、
４８、９１、及び１７５ｐｐｍのトルエンを含む一連の窒素気流に曝露された。サンプル
は次に、乾燥窒素環境へと戻された。
【００９７】
　サンプル１２の試験
　サンプル２の調製に関して記載されたものと同様の方法で調製された新しいサンプルが
、サンプル１に関して記載されたものと同じ段取りを使用して、ヘキサンに対する反応に
ついて試験された。サンプルのキャパシタンス（ナノファラッドで）における変化は、試
験（図１５に示される）の間、特定の時間間隔で、１キロヘルツの周波数で監視された。
試験の最初に、サンプルが、周囲室内条件（空気、およそ２３％相対湿度）におけるサン
プルの初期キャパシタンスを測定するために、密閉されていない試験チャンバ内に配置さ
れた。チャンバが密閉され、サンプルが次に乾燥窒素（およそ８％相対湿度、２０℃）に
曝露された。７３ｐｐｍのヘキサンを含む乾燥窒素気流が、次に試験チャンバ内に導入さ
れた。一定時間の後、アセトンの濃度は１１７ｐｐｍまで増加された。その後サンプルは
、２３１、３２２、及び４０８ｐｐｍのヘキサンを含む一連の窒素気流に曝露された。サ
ンプルは次に、乾燥窒素環境へと戻された。
【００９８】
　サンプル１３の試験
　サンプル２の調製に関して記載されたものと同様の方法で調製された新しいサンプルが
、サンプル１に関して記載されたものと同じ段取りを使用して、イソプロピルアルコール
（ＩＰＡ）に対する反応について試験された。サンプルのキャパシタンス（ナノファラッ
ドで）における変化は、試験（図１６に示される）の間、特定の時間間隔で、１キロヘル
ツの周波数で監視された。試験の最初に、サンプルが、周囲室内条件（空気、およそ２３
％相対湿度）におけるサンプルの初期キャパシタンスを測定するために、密閉されていな
い試験チャンバ内に配置された。試験チャンバが密閉され、サンプルは次に乾燥窒素（お
よそ８％相対湿度、２０℃）に曝露された。４５ｐｐｍのイソプロピルアルコール（ＩＰ
Ａ）を含む乾燥窒素気流が、試験チャンバ内に導入された。次に試験チャンバが、乾燥窒
素環境に戻された。サンプルは次に１５ｐｐｍのＩＰＡを含む乾燥窒素気流に曝露された
。一定時間の後、ＩＰＡ濃度は２３ｐｐｍまで増加された。その後サンプルは、４５、８
７、１７１、及び２５４ｐｐｍのＩＰＡを含む、一連の窒素気流に曝露された。サンプル
は次に、乾燥窒素環境へと戻された。試験チャンバが次に開かれ、サンプルは周囲条件（
空気、２６％相対湿度）に曝露された。
【００９９】
　本発明の多数の実施形態を記載してきた。いずれにしても、本発明から逸脱することな
く様々な修正を行ってもよいことが理解されるであろう。したがって、その他の実施形態
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も、以下の特許請求の範囲の範疇にある。

【図１】

【図２】

【図２ａ】

【図３】



(28) JP 2010-540966 A 2010.12.24

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】
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【図１２】

【図１３】

【図１４】

【図１５】

【図１６】
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